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新型インフルエンザ等対策有識者会議
新型コロナウイルス感染症対策分科会　資料集

第 6回（2020 年 8月 21 日）



新型コロナウイルス感染症対策分科会（第６回） 

日時：令和２年８月２１日（金） 

１０時３０分～１３時００分 

場所：合同庁舎８号館１階 講堂 

議 事 次 第 

１．議 事 

（１）最近の感染状況等について

（２）ワクチン接種について

（３）その他

（配布資料） 

資料１  実効再生産数  （西浦京都大学大学院医学研究科教授提出資料） 

資料２ 全国・県別エピカーブ等 （構成員提出資料） 

資料３  新型コロナウイルスワクチンの接種について 

資料４  ワクチン接種に関する検討事項について

資料５  新型コロナウイルス感染症のワクチンの接種に関する分科会の現時点

での考え方（たたき台） （構成員提出資料） 

参考資料１ 直近の感染状況等 

参考資料２ 都道府県の医療提供体制等の状況 
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東京都：実効再生産数（8月19日推定）
使用データと方法：確定日別データから感染日を逆計算

資料１西浦京都大学大学院医学研究科教授提出資料
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大阪府：実効再生産数（8月19日推定）
使用データと方法：発病日別データから感染日を逆計算
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愛知県：実効再生産数（8月19日推定）
使用データと方法：発病日別データから感染日を逆計算
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沖縄県：実効再生産数（8月19日推定）
使用データと方法：発病日別データから感染日を逆計算
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考察

【評価】
• 実効再生産数が８月初旬に1を下回った。
その後（盆含む）の影響はこれから。

• Rt<1も、検査頻度減少の影響は除外でき
ない。

• 推定されたRtは1に近く「遷延」「再拡
大」の可能性がある。（例．伝播の盛ん
な場で休業要請をやめる＝＞再燃する）

【課題】
• 「22時迄の営業」、「休業要請」、「5人
以上食事をしない」などの効果の第１
波・２波の差異の定量化。

• それら施策に伴う夜間等の外出自粛に関
する社会心理学的副次的効果。

5
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全国・県別エピカーブ

2020/08/18 の過去２か月間

資料２押谷構成員提出資料
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全国の流行曲線（Epidemic Curve)

自治体公表情報に基づく（発症日が公開されていない例については発症日ごとの流行曲線に含まれない）
9

地域別の流行曲線

10

茨城・栃木・群馬
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地域別の流行曲線

11

第6回　新型インフルエンザ等対策有識者会議　新型コロナウイルス感染症対策分科会　資料集　13 / 84 ページ



感染者の総数と院内感染および施設内感染での感染者数の推移

Imamura T, et al. (manuscript in preparation)
データソース：自治体の公表データおよび報道データに基づく

資料２ 参考資料
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新型コロナウイルスワクチンの接種について

１．ワクチンの開発状況と有効性・安全性等

２．ワクチンの確保に向けた取組

３．ワクチンの接種

資料３

内閣官房新型コロナウイルス感染症対策推進室
厚生労働省新型コロナウイルス感染症対策推進本部
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１．ワクチンの開発状況と有効性・安全性等
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コロナワクチン開発の進捗状況（国内開発）＜主なもの＞
基本情報 取り組み状況 目標

（時期は開発者からの
聞き取り）

生産体制の見通し

①塩野義
感染研/UMNファーマ

※組換えタンパクワクチン

ウイルスのタンパク質（抗
原）を遺伝子組換え技術で
作成し人に投与

○動物を用いた有効性
評価を実施中

最短で2020年内の臨床
試験開始の意向。

2021年末までに3000万人分の生産
を目標。ワクチン生産体制等整備
事業で223億円を補助。

②第一三共
東大医科研

※mRNAワクチン

ウイルスのメッセンジャー
RNAを人に投与。人体の中
で、ウイルスのタンパク質
（抗原）が合成される。

○動物を用いた試験で、
新型コロナウイルスに
対する抗体価の上昇を
確認

最短で2021年３月から
臨床試験開始の意向。

ワクチン生産体制等整備事業で
60.9億円を補助

③アンジェス
阪大/タカラバイオ

※DNAワクチン

ウイルスのDNAを人に投与。
人体の中で、DNAからmRNA
を介して、ウイルスのタン
パク質（抗原）が合成され
る。

○第1／2相試験を開始
済み

タカラバイオ･カネカが生産予定。
ワクチン生産体制等整備事業で
93.8億円を補助。

④KMバイオロジクス
東大医科研/感染研/
基盤研

※不活化ワクチン

不活化したウイルスを人に
投与する従来型のワクチン。

○動物を用いた有効性
評価を実施中

最短で2020年11月から
臨床試験開始の意向。

ワクチン生産体制等整備事業で
60.3億円を補助。

⑤IDファーマ
感染研

※ウイルスベクターワクチン

コロナウイルスの遺伝情報
をセンダイウイルスに載せ、
経鼻または注射で投与する
ワクチン。人体の中でウイ
ルスのタンパク質(抗原)が
合成される。

○動物を用いた有効性
評価を実施中

最短で2021年３月から
臨床試験開始の意向。

3
第6回　新型インフルエンザ等対策有識者会議　新型コロナウイルス感染症対策分科会　資料集　17 / 84 ページ



コロナワクチンに関する状況（海外開発）＜主なもの＞
進捗状況 生産・供給見通し

A ファイザー社
（米）
※mRNAワクチン

mRNAワクチンを４種開発中。
2020年7月に3万人規模での第2/3相試験
を開始。

＜海外＞2020年中に100万人規模～2021年中に数億人規模を目指す。
＜国内＞ワクチン開発に成功した場合、日本に2021年6月末までに1.2
億回分を供給する基本合意。

B アストラゼネカ社
オックスフォード大
（英）

※ウイルスベクターワクチン

世界最速で開発が進む。第１相試験完
了、英で第2/3相試験を開始。2020年夏
に米で第3相試験（３万人規模）を開始
予定。

＜海外＞全世界に20億人分を計画、米に3億人分、英に1億人分、欧州
に4億人分、新興国に10億人分を供給予定としている。
＜国内＞ワクチン開発に成功した場合、日本に1.2億回分、うち3000万
回分は2021年3月までに供給する基本合意。
海外からの原薬供給のほか、国内での原薬製造をJCRファーマと提携。
充填等を国内４社と提携。
厚労省が国内での原薬製造及び製剤化等の体制整備に162.3億円を補助
（ワクチン生産体制等緊急整備事業）。

C モデルナ社（米）
※mRNAワクチン

第２相試験が進捗。2020年7月に3万人
規模で米で第３相試験開始。

＜海外＞全世界に５～10億回分/年の供給を計画。
ロンザ社（スイス）と提携して供給を準備。
生産ラインの完成が2020年12月になると報道あり。

D ジョンソン＆ジョンソン社
（ヤンセン社）（米）
※ウイルスベクターワクチン

2020年７月に第１相試験を開始。 ＜海外＞2021年から大量供給（順次、世界で年10億人規模）を目指す。

E サノフィー社
（仏）
※組換えタンパクワクチン、

mRNAワクチン

組み換えタンパクワクチンに関して
2020年第４四半期に米で第１相試験開
始を目指す。mRNAワクチンに関しては
2021年初頭に第１相試験開始を目指す。

＜海外＞組み換えタンパクワクチンに関して、上手くいけば2021年下
半期に実用化の見込み、と発表。

F ノババックス社
（米）
※組換えタンパクワクチン

第１／２相試験が豪で進捗。2020年秋
より３万人規模での第３相試験を(おそ
らく米で)開始予定。

＜海外＞2020年遅くに１億回分/年の生産が目標。生産はプラハワクチ
ン(チェコ)･フジフィルム子会社（米）と協力。アジュバントはAGCが
作成。
＜国内＞タケダが原薬から製造し販売予定。タケダが1年間で2.5億回分
を超える生産能力を構築すると発表。生産体制に厚労省がタケダに
301.4億円を補助（ワクチン生産体制等緊急整備事業）。

4
第6回　新型インフルエンザ等対策有識者会議　新型コロナウイルス感染症対策分科会　資料集　18 / 84 ページ



・インフルエンザワクチ
ン

・日本脳炎ワクチン
等

②組換えタンパク・
ペプチドワクチン: 

③DNAワクチン: 

⑤ウイルスベクター
ワクチン: 

④mRNAワクチン: 

ウイルスの遺伝情報
を注射

･実績が乏しい

（免疫がつきにくい
可能性。）

※ウイルスベクターワ
クチンでは、ワクチ
ン自体に免疫ができ、
２度目の投与で効
果が出ない可能性。

・実績がある

・抗原そのものを投与
するので、最も免疫
がつきやすいと考え
られる。

(参考）新型コロナワクチンとして開発が試みられているワクチンの種類

①不活化ワクチン

コロナウイルス

ウイルスやウイルスの
タンパクを注射

･開発への着手が早
い。

･ウイルスの遺伝情
報のみで開発でき
るため、ウイルス自
体を扱う必要がな
い。

･開発に時間がかか
る。

･不活化ワクチンでは
ウイルス自体を扱う
必要がある。

メリット デメリット 実用化例

承認・実用化され
たものはない

※臨床試験で投
与された実績は
あり

例：エボラ出血熱

注射したウイルスやタンパクに
対して免疫ができる

ウイルスの遺伝情報（タンパク
の設計図）が人の細胞に入り、
ウイルスのタンパクををつくり、
それに対して免疫ができる

従前からのワクチンの仕組み

新たなワクチンの仕組み

多
様
な
方
法
で
開
発
が
試
み
ら
れ
て
い
る

※コロナの遺伝情報
を他のウイルスに入
れて人に感染させる

・B型肝炎ワクチン
・帯状疱疹ワクチン

等

5

第１回提出資料
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ワクチンの効果について

○感染予防効果は実証しにくく、臨床試
験で確認することは稀。

○発症しない感染者が多数存在する新型
コロナでは、実証はほぼ不可能と考え
られる。

感染予防
接種した人が感染しない

発症予防
発症者が減少

重症化予防
重症患者が減少
（死亡・入院等）

集団免疫効果
接種していない人にも
波及する予防効果

○集団免疫効果は、「接種した人が増えると、接種していない人でも発症者が減少
する」ことで実証される。

○集団免疫効果がみられるのは、
・ワクチン自体に感染/発症予防効果がある。
・接種率が（基本再生産数に応じた閾値より）高い
・ヒトーヒト感染する感染症である。

等の条件が満たされたとき
○実際に接種者が増えた後、集団免疫効果が判明すれば、ワクチンにより感染させ
ない効果があったことが明らかになる。

○接種者と非接種者を比較する臨床
試験等で、両群の重症者の数を比
較することで、効果を測定できる。

○接種者と非接種者を比較する臨床
試験等で、両群の発症者の数を比
較することで、効果を測定できる。

実証が難しい 臨床試験（治験）等で評価を行うことができる

大規模な接種後まで
分からない

例：インフルエンザワクチンでは、一定の発症予防効果（研究により20から60％）や、重症化を予防する効果が示さ
れているが、集団免疫効果はこれまで実証されていない。 6
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＜有効性＞
○ 一定の液性免疫（抗体）、細胞性免疫が誘導されている

○ 誘導された免疫による発症予防効果や重症化予防効果の有無、免疫の持続期間については、まだ評価され
ておらず不明。

○ 小児・妊婦・高齢者のデータが少なく、不明な点が多い。

＜安全性＞
○ 接種後の局所部位反応の発現頻度が高い。

○ 重篤でない全身性の有害事象（倦怠感、不快感、筋肉痛、頭痛等）が高頻度（数十%以上）で発現。

○ 小児・妊婦・高齢者のデータが少なく、不明な点が多い。

新型コロナワクチンの治験に関する論文報告（概説）

先行する４つのワクチン※の論文による、現時点の状況

※ 自然感染においては、抗体が比較的早期に低下するとの情報がある

※モデルナ、ファイザー、アストラゼネカ、カンシノの各ワ
クチン候補にかかる治験の論文
＜参照＞
L.A. Jackson, et al. N Engl J Med. 2020
Mark J. Mulligan, medRxiv preprint. 2020
Pedro M Folegatti, Lancet. 2020
Feng-Cai Zhu, Lancet. 2020

※ 有害事象発現の程度及び頻度は、疾患の病態に照らしたワクチン接種のリスクベネフィットに影響。
アストラゼネカの論文では、局所部位反応、全身性の有害事象ともに、対照薬として用いた別のワクチンと比
較してより高頻度で発現。

7

現時点では接種した症例数が少ないこと等から、今後の治験の進捗
により新たな知見や異なる知見が得られることがある。
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・ 免疫原性の評価だけではなく、抗体以外の効果も含めた発症予防効果を確認。

注：薬事承認時点では、感染予防効果や集団予防効果は確認されない見通し。

・ 接種から7日間※に認められた全ての局所反応及び全身反応、28日間※に認められた全ての
有害事象を収集等。

・ 治験での接種後一定期間のフォローアップを行い、疾患増強（ADE等）の評価を実施。

注：臨床試験で確認できない頻度の低い有害事象等や、長期的な人体への影響については、
接種開始後にも引き続き確認が必要。

・ 新しい技術により開発されているワクチンを含め、膨大な製造量において適切な製剤品質の
確保ができるよう、確認を実施。

新型コロナワクチンの薬事承認について

8

〇 我が国における新型コロナウイルスワクチンの薬事承認に際しては、各国の薬事規制当局間の議
論も踏まえつつ、迅速ながらも適切な評価を行う必要がある。
〇 この際、開発中のワクチンにはmRNAワクチンなど、これまで使用実績のない新しい技術を活用
して開発されたワクチンも含まれることにも留意する必要がある。

※ 製剤の特性等に応じ、それ以上の期間が必要となることも想定される。

有
効
性

安
全
性

品
質

〔現時点で想定される評価の考え方〕
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○ ワクチンの接種に当たっては、ワクチンの特性に加え、接種対象となる者の年齢や医学的な背景等を踏まえ
た新型コロナウィルス感染によるリスクを勘案し、総合的に接種の判断をすることが必要。

感染症による重症化・死亡のリスクが高い場合、副反応
などのリスクがあっても、有効性がリスクを上回りうる。

（例：高齢者の重症化リスクが高い場合）

感染症による重症化・死亡のリスクが低い場合、副反応等
のリスクが左と同じでも、有効性がリスクを下回りうる。

（例：ある年齢層の重症化リスクが極めて低い場合）

○ ワクチンの接種によって得られる利益（有効性）と副反応などのリスク（安全性）の比較衡量（リスク・ベネ
フィット）により接種の是非を判断する必要がある。

ワクチンの接種に係る判断について
～有効性・安全性とリスク・ベネフィット～

ワクチンの有効性
（重症化予防等）

ワクチンによるリスク
（副反応等）

ワクチンによるリスク
（副反応等）

○ ワクチンの接種後に副反応が生じることがあり、副反応をなくすことは困難である。
・比較的軽度だが頻度が高い副反応や、重篤だが極めてまれな副反応が含まれる。

◆対象者の特性により有効性の大きさが異なる場合、同じワクチンであっても接種の判断が異なりうる。

ワクチンの有効性
（重症化予防等）

9
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10

 発症予防又は重症化予防の効果のあるワクチンが開発された際に、多くの国民が接種を受ける
ことにより、生命・健康を損なうリスクを軽減し、医療への負荷の軽減が図られるとともに、
社会経済の安定につながることが期待できるのではないか。

 接種に当たっては、安全性に十分な配慮が必要であり、段階的な接種の開始や、副反応に関す
るデータの収集等の安全対策を十分に講じる必要があるのではないか。

ワクチンの有効性・安全性と接種に係る考え方
○ 新型コロナワクチンの臨床試験が世界的に進行中。

〇 感染予防効果の実証は困難であり、感染予防効果や集団免疫効果の確認には接種開始後一定の
時間を要することが考えられる。薬事承認時点では、ワクチン接種による発症予防又は重症化予
防の効果が評価される見通し。

○ 予防接種には副反応がみられることがあり、リスク・ベネフィットを踏まえた接種の判断が必
要。
なお、接種実績が限られる状況では、副反応に関する情報が限られる。また、開発中のコロナ

ワクチンのこれまでの治験では、重篤でない有害事象（倦怠感、不快感、筋肉痛、頭痛等）が報
告されている。

○ 有効性ととともに、得られた安全性情報等を踏まえ、国民が正しい理解のもと、適切に接種さ
れる必要がある。

（参考：これまでいただいた主なご意見）国民のワクチンへの期待感が高まる中、ワクチンの有効性・安全性に関する情報を正確かつ
的確に提供すべき。ワクチンの副反応に関するモニタリングを行うとともに、有効性・安全性を慎重に評価することが重要。
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２．ワクチンの確保に向けた取組
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新型コロナウイルスワクチンの早期実用化に向けた厚生労働省の取組み

薬 事 承 認 生 産 体 制
国内のシーズの研究開発の加速化
 基礎研究と並行して早期に非臨床研究・
臨床研究を実施

 最短距離でプロジェクトを進めるマネー
ジャーを配置し、専門業者に試験や書類
作成を委託して最速で実施

薬事承認の迅速化
 国内開発のワクチン
臨床試験の効率的な実施､
審査期間の短縮

 海外開発のワクチン
国内治験の後押し､
審査期間の短縮

研究開発と並行した生産体制の整備
 大規模生産体制の早期整備を支援
※民間が研究開発中に並行して生産体制を整備す
ることは非常に大きなリスクを伴うため、早期に
ワクチン供給が図られるよう政府として支援

ワクチン開発「加速並行プラン」

基礎研究 非臨床試験

生産体制整備

臨床試験 承認

通
常

加
速
並
行
プ
ラ
ン

基礎研究

非臨床試験

臨床試験

薬事申請・審査

薬事申請・
審査

生産体制整備

生産・供給

承認 ※注）生産体制を整備した場合でも、大量
のワクチンは、生産開始後半年～１年
程度かけて順次供給されることに留意

▲
接種
開始

民間のリスクを政府が負担し先行着手

基礎研究と非臨床研究・臨床研究
の並行実施
外部人材と外部委託の大胆な活用
により各段階を最速で実施

生産・供給 ※注

接種
開始
▼

第一次・第二次補正（研究費の支援）

研 究

第二次補正（基金の設置）

ワクチン開発の基礎研究から薬事承認、生産に至る全過程の加速化により、実用化を早期に実現

期間の短縮

12
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新型コロナワクチン実用化に向けた取組状況

１．研究開発・薬事審査の迅速化

２．生産体制整備

３．海外ワクチンの確保

４．その他

基礎研究と並行して早期に非臨床研究・臨床研究を実施するほか、外部委託の活用などで研究を加速化
○一次補正にAMEDのワクチンの研究費（100億円）を計上。

・１次公募の採択結果を公表（5/21）※企業主導型４件、アカデミア主導型５件
○二次補正にAMEDのワクチン研究費（500億円）を計上。

・研究の更なる加速化や、国内外で開発されたワクチンの治験に係る費用を補助予定
○非臨床試験・治験の早期実施・効率化等に向け相談を実施

新型コロナワクチン開発の基礎研究から薬事承認、生産に至る全過程を加速化するとともに、海外ワクチンの
確保、接種体制の整備にも取り組み、できるだけ早いワクチンの実用化を図る。

研究開発と並行して生産体制の整備を行うことで、供給開始までの期間を短縮
○二次補正に「ワクチン生産体制等緊急整備基金」（1377億円）を計上

・国内外で開発されたワクチンを国内で生産・製剤化するための施設・設備等を企業に補助

海外メーカーの生産するワクチンの国内供給について、各メーカーと協議
①海外で製造、②海外で原液のみ製造して国内で製剤化(瓶詰め）、③国内に技術移管して製造 が考えられる
※併せて、海外ワクチンの国内導入を加速化できるよう、公募により、国内治験の費用補助（上記１）、国内生産・製剤化のための
施設・設備の補助(上記２）を実施

接種体制を早期に整備するため、注射器・シリンジの買い上げ、流通支援システムの整備等を実施
○二次補正にワクチン接種体制確保事業（50億円）、ワクチン接種円滑化標準システム開発運用事業（28億円）
を計上 13
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海外で開発されたワクチンの確保に関する取組

協議・合意が公表されているもの

海外で開発された新型コロナワクチンの導入に向けてメーカーと協議を行うとともに、生産体制の整備や国内
治験への支援を行うことにより、安全で有効なワクチンをできるだけ早期に国民へ供給することを目指している。

このほか、国内生産が計画されているもの

ファイザー社（米国）との基本合意（7月31日）
 新型コロナウイルスのワクチン開発に成功した場合、来年６月末までに6000 万人分のワクチンの供給を

受ける。
 今後、最終契約に向けて協議を進める。

アストラゼネカ社（英国）との基本合意（8月7日）
 新型コロナウイルスのワクチン開発に成功した場合、来年初頭から１億2000万回分のワクチンの供給

（そのうち3000万回分については来年の第一四半期中に供給）を受ける。
 今後、最終契約に向けて協議を進める。

※アストラゼネカ社は以下について公表。
・JCRファーマ株式会社でのワクチン原液の国内製造と、海外からのワクチン原液の輸入を予定。
・国内外で製造されたワクチン原液は、第一三共株式会社、第一三共バイオテック株式会社、Meiji Seikaファルマ株式会社、
ＫＭバイオロジクス株式会社において製剤化等を行う。

・海外での臨床試験に加え、日本国内でも第I/II相試験を8月より開始予定。
※国内でのワクチン原液製造・製剤化等の体制整備は、「ワクチン生産体制等緊急整備事業」（2次補正）の補助対象

ノババックス社（米国）：武田薬品工業が提携して日本国内でワクチン生産を予定
※両社は以下について公表している。（8月7日）

・ノババックス社のワクチンを、日本国内で年間2.5億回分生産する体制整備を図る。
※国内でのワクチン製造のための技術移管と体制整備は、「ワクチン生産体制等緊急整備事業」（2次補正）の補助対象
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事業者名 ワクチンタイプ

アストラゼネカ株式会社 ウイルスベクター
（海外で開発：オックスフォード大学のシーズ、アデノウイルス）

アンジェス株式会社 DNA

KMバイオロジクス株式会社 細胞培養不活化全粒子

塩野義製薬株式会社 組換えタンパク

武田薬品工業株式会社 組換えタンパク
（海外で開発：米Novavaxのシーズ）

第一三共株式会社 mRNA

ワクチン生産体制等緊急整備事業について
 ワクチン生産体制等緊急整備事業は、国内において、新型コロナウイルスワクチンを始めとしたバイオ医薬品

の実生産（大規模生産）体制の早期構築を図るための事業であり、新型コロナウイルスワクチンの国内におけ
る早期供給を促すものである。

 公募を行い、６事業者の事業を採択した。（令和２年８月７日）

国 技術移転・生産設備の整備等に係る費用を補助

共同開発
技術移転

国内外の研究主体

基
金

公募により一定の条件を
満たすメーカーに補助

早期にワクチン生産体制を整備

製造販売
企業

15
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参考
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 新型コロナウイルスワクチンについて、できるだけ早期に全国民に対して提供で
きる数量の確保を目指すべきではないか。

 現在開発が進められているワクチン候補のうち、臨床試験の進捗状況等も踏まえ、
安全性や有効性、日本での供給可能性等が見込まれるものについては、国内産、
国外産の別を問わず、全体として適切な数量を確保していくべきではないか。

 併せて、新型コロナウイルススワクチン需給が逼迫することが見込まれる中、
2009年の新型インフルエンザワクチンの際に健康被害が生じた場合等の損失を補
償する契約を企業と締結したことも踏まえ、同様の対応をしていく必要があるの
ではないか。

 また、接種に向けて、健康被害等が生じた場合の救済措置を含め、必要な体制を
確保していく必要があるのではないか。

新型コロナウィルスワクチンの確保（論点）
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３．ワクチン接種について
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（１）目的：死亡者や重症者の発生をできる限り減らすこと及びそのために必要な医療を確保することを目的とする。
（２）各事業実施主体の役割：国が主体となって接種を実施し、都道府県はワクチンの円滑な流通の確保、

市町村は住民に対する周知等を担当。
（３）優先的に接種する対象者：下記のとおり
（４）ワクチンの確保：健康危機管理の観点から、国産に加えて、海外企業からワクチンを輸入・購入する。
（５）接種の実施方法：下記のとおり
（６）ワクチンの安全性及び有効性の確保と健康被害救済：

• 安全性・有効性が十分に検証されていないことから、データ収集・分析を行い、情報提供する。
• 健康被害の救済については、法律を制定し、必要な救済措置を講じる。

ワクチン接種の基本方針（2009年10月１日策定）

優先的に接種する対象者について
○ 以下の優先順位で接種を実施。

19

接種スキームについて
○ 予算事業として接種を実施。

新型インフルエンザ（A/H1N1）の際の対応（2009年 接種関係） 第４回提出資料
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新型インフルエンザワクチン接種（2009年当時）
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☆基本的対処方針

・今回のウイルスの特徴を踏まえると、①国民
生活や経済への影響を最小限に抑えつつ、感
染拡大を防ぐとともに、②重症者や重篤化し
やすい基礎疾患を有する者等を守るという目
標を掲げ、対策を講じることが適当。

☆新型インフルエンザ（A/H1N1）ワクチン接種の
基本方針

・具体的には、①インフルエンザ患者の診療に
直接従事する医療従事者（救急隊員を含む）、
②妊婦及び基礎疾患を有する者、③１歳～小
学校低学年に相当する年齢の者、④１歳未満
の小児の保護者及び優先接種対象者のうち身
体上の理由により予防接種が受けられない
者の保護者等の順に優先的に接種を開始する。

・さらに、小学校高学年、中学生、高校生に相
当する年齢の者及び65歳以上の高齢者につい
ても、優先的に接種する。

・死亡者や重症者の発生をできる限り減らすこ
と及びそのために必要な医療を確保すること。

・ワクチンの生産量に限りがある中で、臨時応急
的かつ一元的にワクチンを確保するとともに、
接種の優先順位を設定。

〇 2009年当時、新型インフルエンザ対策は、ウイルスの特徴を踏まえ、感染拡大防止と、重症者や
重篤化しやすい者を守ることを目標

〇 2009年の新型インフルエンザワクチンにおいて、
・接種目的は、死亡者や重症者の発生をできる限り減らすことと、そのために必要な医療を確保す
ること

・ワクチンの生産量に限りがあるため、優先順位を設定
・優先順位は、①医療従事者、②妊婦及び基礎疾患を有する者、③１歳～小学校低学年の子供など

（接種目的）

（優先順位）
（平成21年10月１日 新型インフルエンザ対策本部決定）

（平成21年10月１日 新型インフルエンザ対策本部決定
平成21年12月15日改定）

第４回提出資料
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新型インフルエンザワクチン接種（2009年当時）
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☆新型インフルエンザ（A/H1N1）ワクチン接種の基本方針（続き）

・重篤な副反応について、受託医療機関等から
の報告など国が迅速に情報を把握、当該情報
を専門家により評価する仕組みを構築し、速
やかに対応。

・安全性や有効性に関しては十分に検証されて
いないことから、今後もデータの収集、分析
を行うなど、十分に安全性や有効性の確保に
努め、その安全性や有効性について、医療関
係者、国民等に幅広く情報提供。

・国は、受託医療機関との間で、予防接種に関
する委託契約を締結。

・市町村は、都道府県と連携し、地域の実情に
応じて、受託医療機関に要請し、保健セン
ター、保健所等を活用して接種の機会を確保。

（ワクチンの確保）

（今後の検討等）
（ワクチンの安全性及び有効性の確保と
健康被害の救済）

・健康被害が生じた場合の救済については、必
要な救済措置を講じる。

・今後、新たな知見等が得られた段階で、適宜、
これを見直し。

（広報）
・国は、接種事業の趣旨、内容、ワクチンの安
全性や有効性に関する知見等について周知。

（接種の実施）

・優先的に接種する者以外における重症例の発
生があり得るため、国内産に加えて、海外企
業から緊急的に輸入することを決定し、ワク
チンを確保。

第４回提出資料
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新型コロナウイルスワクチンの接種目的等の考え方について

接種目的について

• 発症予防又は重症化予防の効果を有すると評価されたワクチンが開発された際に、できるだけ早期に
多くの国民が接種を受けられるようにすることにより、生命・健康へのリスクの軽減や医療への負荷の
軽減が図ることを目指す。

• 死亡者や重症者の発生をできる限り抑制することにより、結果として新型コロナウイルス感染症のまん
延防止を図る。

● 新型コロナウイルス感染症の特徴
• 発症前から感染性があり、発症から間もない時期の感染性が高いことから、市中感染のリスクに対する不安感

が大きい。
• 重症化率は、全体として季節性インフルエンザよりは高く、特に高齢者や基礎疾患を有する者で高い。
• 入院期間が季節性インフルエンザより長く、入院医療に与える負荷が大きい。
• クラスター発生場所は、医療機関内などで多い。

● ３－５月にかけての流行の波の経験より
• 若年から中年世代の重症者や死亡者は、社会機能維持等に不可欠な業務に従事された方を含め、比較的少な

かった。
• 医療提供体制のひっ迫が課題となったことから、医療提供体制の面での配慮及び対策は必要である。

● 接種開始時点で期待されるワクチンの効果
• 感染予防効果は実証しにくく、確認できるまで時間を要するため、接種開始時までに確認することは困難と考え

られる。
• 承認までの臨床試験では、主に発症予防や重症化予防の効果の評価が行われる見込み。

22
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新型コロナウイルスワクチン接種の枠組みの考え方について

● 現行制度における予防接種の枠組み

• 新型コロナウイルスへの対処として、現行制度では、予防接種法に基づく「臨時接種」や特措法に基づく「特定
接種」などの方法が考えられるが、その目的や意義は異なるなど、接種目的は、感染症の特徴等を踏まえ検
討していくことが必要。

 臨時接種（予防接種法第２条、第６条）
感染症のまん延予防上緊急の必要があるときに、その対象者及びその期日又は期間を指定して行うもの。

 特定接種（新型インフルエンザ等対策特別措置法第28条）
医療の提供並びに国民生活及び国民経済の安定を確保するため緊急の必要があると認めるときに、これら
に寄与する業務に従事する者に対して行うもの。

 以上の法的な枠組みの他、2009年の新型インフルエンザウイルス感染症の際には、「予算事業」（死亡者や
重症者の発生をできる限り減らすこと及びそのために必要な医療を確保することを目的）として実施された。

23

予防接種の枠組みの考え方（案）
• 複雑なオペレーションを避け、迅速性を確保する観点から、できるだけ簡素で効率的な仕組みとすること

が求められる。
• 接種開始時に期待されるワクチンの効果や、できるだけ早期に多くの国民への接種を目指すことを踏ま

えれば、特定の業務に従事する者を対象とする特定接種ではなく、死亡者や重症者の発生をできるだけ
抑制する観点の下での住民への接種を考えていく。

• その際に、製剤化されたワクチンの供給が段階的に行われることも考えられるため、2009年新型インフル
エンザの際にも一定の優先順位を設けたとおり、今般の予防接種においても、接種目的に照らし、一定
の順位をつけて実施することを検討する。
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予防接種法及び新型インフル等特措法上の接種類型について

定期接種 臨時接種 新臨時接種 特定接種 住民接種 （参考）2009年新型
インフルの際の対応

根
拠

予防接種法第
５条第１項

予防接種法
第６条第１項、第２項

予防接種法
第６条第３項

特措法第28条
（臨時接種とみな
す）

特措法第46条
（予防接種法第６
条第１項を読み替
えて適用）

予算事業

趣
旨
等

平時のまん延
予防

• Ａ類 集団予防
• Ｂ類 重症化予
防

痘そうの流行時のように、疾病のま
ん延予防上緊急の必要 2009年A/H1N1の

ように、病原性が
低い疾病のまん延
予防上緊急の必要

医療従事者等公共
性の高い社会機能
維持者への接種

緊急事態宣言下で
の国民全体に対す
る接種

死亡者や重症者の発
生をできる限り減ら
すこと及びそのため
に必要な医療を確保
することを目的とす
る

第１項の場合
（都道府県の判
断で実施）

第２項の場合
（厚労大臣の指
示により実施）

主
体 市町村長

都道府県知事
市町村長
（都道府県知事
が指示できる）

都道府県知事
（厚労大臣が指
示できる）

市町村長
（厚労大臣が都道
府県通じて指示で
きる）

厚生労働大臣
（政府対策本部長
が指示できる）

市町村長
（厚労大臣が都道
府県通じて指示で
きる）

国
（実施要綱で都道府
県、市町村の役割を
規定）

対
象
者

政令で決定 都道府県知事が
決定

都道府県知事が
決定

厚生労働大臣が決
定

政府対策本部が基
本的対処方針等諮
問委員会の意見を
聴いて決定

政府対策本部が基
本的対処方針を変
更して決定

全国民を対象
（優先順位を付けて
接種）

費
用
負
担

市町村長
A類：地方交
付税９割
B類：地方交
付税３割
※実費徴収可

○都道府県実施
国 1/2
都道府県 1/2
○市町村実施
国 1/3
都道府県 1/3
市町村 1/3

国 1/2
都道府県 1/2

低所得者分につい
て
国 1/2
都道府県 1/4
市町村 1/4

※実費徴収可

国
（地方公務員への
接種は、それぞれ
の都道府県・市町
村が負担）

国 1/2
都道府県 1/4
市町村 1/4
（自治体の財政力
に応じ、国がかさ
上げの財政負担を
講じる）

低所得者分について
国 1/2
都道府県 1/4
市町村 1/4

※実費徴収可

救
済

A類：高水準
B類：医薬品
と同水準

高水準 高水準 やや高水準 高水準 高水準
医薬品と同水準
（健康被害救済に係
る特別措置法を制
定）
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接種対象者の接種順位を検討するにあたっては、新型コロナウイルス感染症の特徴、３－５月にかけての流行の
波の経験、接種開始時点で期待されるワクチンの効果等を踏まえ、以下のような観点から接種順位を検討する。

（医療従事者）
• 医療従事者は、新型コロナウイルス感染症患者や有症者に頻繁に接触する必要があり、直接医療を提供す

ることから、感染リスクが高い。
• 感染した場合には、新型コロナウイルス感染症対策等に必要な医療サービス提供にも影響が大きい。
• そのため、医療従事者については、医療提供機能の維持の観点から必要性が高い。
• 同様の観点からは、新型コロナウイルス感染症患者や有症者に直接対応する救急隊員及び保健師につい

ても、接種を優先する必要がある。

（高齢者・基礎疾患を有する者）
• 高齢者や基礎疾患を有する者は重症化するリスクが高いことから、重症化を防ぎ、一人でも多くの命を守る

という観点から考えた場合、接種を優先する必要性は高い。重症者を減らすことで医療の負荷を軽減するこ
とにもつながる。

（妊婦）
• 妊婦の重症化リスクに関しては、今後、エビデンスを基にさらに検討する。

（高齢者及び基礎疾患を有する者が集団で居住する施設で従事する者）
• 高齢者及び基礎疾患を有する者の重症化を防ぐ観点からは、高齢者及び基礎疾患を有する者への接種を

優先した上で、業務の特性等を踏まえ、高齢者及び基礎疾患を有する者が集団で居住する施設に従事する
者についての接種順位を検討する。

接種対象者の接種順位に係る検討について（案）
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平成２１年１０月１日
新型インフルエンザ対策本部

基本的対処方針

政府においては、新型インフルエンザの発生は、国家
の危機管理上重大な課題であるとの認識の下、その対策
に総力を挙げて取り組んでいるところである。
今回の新型インフルエンザ（A/H1N1）については、既

に本格的な流行期に入っており、引き続き感染が拡大し
ている。8 月15 日には、国内初の新型インフルエンザ確
定患者が亡くなられた。今後、国内で感染者数が大幅に
増大するにつれて、さらに重症例、死亡例が発生する事
態に備え、必要な対策を実施していく。
今回の新型インフルエンザは、
① 感染力は強いが、多くの感染者は軽症のまま回復
していること、

② 抗インフルエンザウイルス薬による治療が有効で
あること等、

季節性インフルエンザと類似する点が多い。
他方、季節性インフルエンザとの最大の違いは、季節

性インフルエンザでは、高齢者が重篤化して死亡する例
が多いのに対し、今回の新型インフルエンザでは、基礎
疾患（ぜんそく、糖尿病等）を有する者を中心として、
また現時点では数が少ないものの健常な若年者の一部に
おいても、重篤化し、死亡する例が見られることである。
今回のウイルスの特徴を踏まえると、①国民生活や経

済への影響を最小限に抑えつつ、感染拡大を防ぐととも
に、②重症者や重篤化しやすい基礎疾患を有する者等を
守るという目標を掲げ、対策を講じることが適当である。
国内で感染が拡大している中で、感染者の急激な増大
を可能な限り抑制し、社会活動の停滞や医療機関の負担
を可能な限り減らし、重症者への医療を確保するため、
国、地方公共団体、医療機関、事業者や関係団体、国民
がそれぞれの役割の下に、的確な対応を行っていく必要
がある。
政府としては、地方公共団体、医療機関、事業者や関

係団体と連携・協力し、国民の協力を得ながら、当面、
次の措置を講ずることとする。
一．国内外の情報収集と国民への迅速かつ的確な情報提
供を行う。
（一）国際的な連携を密にし、ＷＨＯや外国の対応状況

等に関する情報収集に努力する。

（二）国内の感染状況について、サーベイランス事
業等を有効に活用し、その動向を適切に把握す
るとともに、国民に迅速かつ的確な情報提供を
行う。

（三）感染防止策や発症した場合の医療機関への受
診方法等流行に備えて各人が行うべきことを国
民に周知し、広く注意喚起を行う。

二．地域や職場における感染拡大を防止するため、
次の措置を講ずる。

（一）外出に当たっては、人混みをなるべく避ける
とともに、手洗い、うがい等を呼びかける。咳
等の症状のある者には、感染拡大を防ぐために、
なるべく外出を避けるとともに、咳エチケット
の徹底、混み合った場所でのマスク着用を呼び
かける。

（二）事業者や学校に対し、時差通勤・時差通学、
自転車通勤・通学等の容認、発熱者に休暇取得
を促すこと等、従業員や児童・生徒等の感染機
会を減らすための工夫を検討するよう要請する。

（三）集会、スポーツ大会等については、主催者に
対し、感染機会を減らすための工夫を検討する
よう要請する。

（四）学校・保育施設等の臨時休業の要請について
は、学校・保育施設等で患者が発生した場合等
において、都道府県等は、当該学校・保育施設
等の設置者等に対し、必要に応じ臨時休業を要
請することとし、その詳細については、厚生労
働大臣が別途運用指針を定める。（「医療の確
保、検疫、学校・保育施設等の臨時休業の要請
等に関する運用指針」参照。）

（五）事業者に対しては、事業運営において感染機
会を減らすための工夫を検討するよう要請する。

三．感染拡大を防止し、基礎疾患を有する者等を守り、
患者に対する適切な医療を提供するため、次の措置
を講ずる。

（一）重症者の救命を最優先とし、発生動向に応じた
外来診療体制の整備や重症患者の増加に対応でき
る病床を確保するよう、関係機関に医療体制の整
備を要請し、支援を行う。

（二）ワクチンの確保、接種等については別途方針を
定める。（「新型インフルエンザ（A/H1N1）
ワクチン接種の基本方針」を参照。）

（三）抗インフルエンザウイルス薬、検査薬、マスク
等の円滑な供給を関連事業者に要請する。

（四）医療の確保については、上記（一）を踏まえ、

その詳細については、厚生労働大臣が別途運用指
針を定める。（「医療の確保、検疫、学校・保育
施設等の臨時休業の要請等に関する運用指針」参
照。）

四．患者が急増した地域等における国民生活の維持を
図る。

（一）電気・ガス・水道、食料品・生活必需品等の事
業者に対する供給体制の確認や事業継続に向けた
注意喚起を行う。

（二）従業員の子ども等が通う保育施設等が臨時休業
になった場合における当該従業員の勤務について、
事業者に対し、配慮を行うよう要請する。また、
医療従事者等の子ども等が通う保育施設等が臨時
休業となった場合、保育等を確保するための方策
を講ずる。

（三）在宅の障害者や高齢者等について、必要に応じ
状況を踏まえて支援を行う。

五．水際対策として次の措置を講ずる。
（一）検疫については、入国者に対する感染防止や発

症した際の医療機関への受診を引き続き周知徹底
することとし、その詳細については、厚生労働大
臣が別途運用指針を定める。（「医療の確保、検
疫、学校・保育施設等の臨時休業の要請等に関す
る運用指針」参照。）

（二）海外発生国の状況に応じた感染症危険情報を適
宜発出するとともに、海外発生国の在外邦人に対
する支援を行う。

六．必要に応じ、次の措置を講ずる。
（一）食料品・生活必需品等の購入に当たっての消費

者の適切な行動を呼びかける。
（二）社会混乱に乗じた各種犯罪の取締り等治安の維

持に当たる。
（三）国連及びＷＨＯの要請を受けて、途上国におけ

る新型インフルエンザ対策に対する支援を行う。
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平成２１年１０月１日
平成２１年１２月１５日改定
新型インフルエンザ対策本部

新型インフルエンザ（A/H1N1）ワクチン接種の基本方針

１．目的
死亡者や重症者の発生をできる限り減らすこと及びそ

のために必要な医療を確保することを目的とする。

２．各事業実施主体の役割
（１）国は、新型インフルエンザ（A/H1N1）ワクチン（以

下「ワクチン」という。）の生産量に限りがある中で、
臨時応急的かつ一元的にワクチンを確保するとともに、
接種の優先順位を設定する。また、ワクチン接種を行
う医療機関と委託契約を締結し、希望者に対してワク
チンの接種を実施する。このように、今回の事業は、
地方自治体との役割分担のもと、国が主体となって行
うものである。

（２）都道府県は、国が示す標準的な実施時期等を参酌し、
具体的な接種スケジュールを設定するとともに、医療
機関の在庫状況等を把握して、ワクチンの円滑な流通
を確保する。

（３）市町村は、ワクチン接種を行う医療機関（受託医療
機関）を確保するとともに、住民に対し、接種時期、
受託医療機関等を周知する。
また、ワクチン接種に係る費用負担について、国及び
都道府県による財政支援のもと、必要に応じ低所得者
の負担軽減措置を講じる。

（４）受託医療機関は、国と委託契約を締結し、窓口で対
象者の確認を行い、優先順位に従って希望者に対して
ワクチンを接種するとともに、市町村及び都道府県を
通じて、必要な報告を行う。

３．優先的に接種する対象者
（１）当面、確保できるワクチンの量に限りがあり、そ

の供給も順次行われていく見通しであることから、
死亡者や重症者の発生をできる限り減らすこと及び
そのために必要な医療を確保することという目的に
照らし、
①インフルエンザ患者の診療に直接従事する医療
従事者（救急隊員を含む）

②妊婦及び基礎疾患を有する者（この中でも、１
歳～小学校低学年に相当する年齢の者の接種を
優先）

③１歳～小学校低学年に相当する年齢の者
④１歳未満の小児の保護者及び優先接種対象者

４．ワクチンの確保
（１）今後の感染の拡大やウイルスの変異等の

可能性を踏まえると、上記の優先的に接種
する者以外における重症例の発生があり得
るため、健康危機管理の観点から、国内産
に加えて、海外企業から緊急に輸入するこ
とを決定し、ワクチンを確保する。

（２）国は、３．の接種対象者に順次必要なワ
クチンを供給できるようにするため、今年
度末までに、国内産ワクチン５，４００万
回分（成人量換算）程度を確保するととも
に、海外企業から９，９００万回分（成人
量換算）程度を輸入することとし、既存の
新型インフルエンザ対策予算を活用した上
で予備費を使用し、これらのワクチンを購
入する。

（３）輸入ワクチンの確保のため、今回の輸入
ワクチンの使用等に伴い生じる健康被害等
に関して製造販売業者に生じた損失等につ
いて、新型インフルエンザ予防接種による
健康被害の救済等に関する特別措置法に基
づき、国が補償できることとする。

（３）優先的に接種する者以外の者に対する接種
については、優先的に接種する者への接種事
業の状況等を踏まえ、接種を進める。

５．接種の実施
（１）国は、受託医療機関との間で、予防接種

に関する委託契約を締結する。
（２）受託医療機関は、国との委託契約に基づ

き、卸売業者からワクチンを購入し、優先
接種順位に従い、優先接種対象者であるこ
とを確認のうえ、原則として予約制により
接種を実施する。

（３）市町村は、都道府県と連携し、地域の実
情に応じて、受託医療機関に要請し、保健
センター、保健所等を活用して接種の機会
を確保する。

６．費用負担
（１）今回のワクチンの接種については、その

目的に照らし、国は、予防接種法の定期

接種に準じて、受託医療機関を通じてワクチンの接
種を受けた者又はその保護者から、実費相当額（ワ
クチン代、輸送費及び接種に要する費用。原則とし
て全国一律の額）を徴収する。

（２）低所得者の費用負担については、予防接種法の定
期接種に準じて、市町村民税非課税世帯を念頭に、
市町村がその費用を助成する措置を講じる。その際、
当該措置に要する財源の１／２を国が、１／４を都
道府県が補助する。

（１）今回、接種に用いようとするワクチンについては、
今回の新型インフルエンザに対して初めて製造され
たものであり、安全性や有効性に関しては十分に検
証されていないことから、今後もデータの収集、分
析を行うなど、十分に安全性や有効性の確保に努め
るとともに、その安全性や有効性について、医療関
係者、国民等に幅広く情報提供する。

（２）ワクチンによる重篤な副反応について、受託医療
機関等からの報告など国が迅速に情報を把握すると
ともに、当該情報を専門家により評価する仕組みを
構築し、速やかに対応する。

（３）今回のワクチン接種に伴い健康被害が生じた場合
の救済については、新型インフルエンザ予防接種に
よる健康被害の救済等に関する特別措置法に基づき、
現行の予防接種法に基づく季節性インフルエンザの
定期接種に関する措置に準じて必要な救済措置を講
じる。

８．広報
（１）国は、接種事業の趣旨、内容、ワクチンの安全性

や有効性に関する知見等について周知する。
（２）都道府県は、新型インフルエンザについて既に設

置している相談窓口等の充実を図る。
（３）市町村は、都道府県と連携し、住民に対し、接種

が受けられる時期、受託医療機関等を周知する。
９．今後の検討等
（１）今回の新型インフルエンザワクチンに関しては、

今後、新たな知見等が得られた段階で、適宜、これ
を見直していくものとする。

（２）国は、今回の臨時応急の対策を踏まえ、新型イン
フルエンザの予防接種の位置づけ等について専門的
見地から検討を行い、その結果に基づき、必要に応
じ立法措置を講ずる。

（３）国は、今後、国産ワクチンによりインフルエンザ
ワクチンの供給が確保されるよう、国内生産体制の
充実等を図るものとする。

のうち身体上の理由により予防接種が受
けられない者の保護者等

の順に優先的に接種を行う。
（２）さらに、小学校高学年、中学生、高校生

に相当する年齢の者及び65歳以上の高齢者
についても、優先的に接種する。

７．ワクチンの安全性及び有効性の確保と健康被害の救済
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（参考）2009年新型インフルエンザワクチン接種の法的位置づけについて

「今般の新型インフルエンザ（A/H1N1）対策の経緯について～ワクチン～」
（平成２２年５月１９日厚生労働省新型ｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞ対策推進本部） 抜粋

●接種事業について
○ワクチン接種の法的位置づけについては、まず、予防接種法の適用について検討した。
①予防接種法には定期接種と臨時接種の枠組みがあるが、臨時接種は「まん延予防上緊急の必要があると認められ
る場合に、都道府県又は市町村が行う」ものであり、被接種者に接種の努力義務が発生する。今回の新型インフ
ルエンザ（A/H1N1）は、予防接種に努力義務が課されていない季節性インフルエンザと類似する点が多いもので
あり、臨時接種とすることは整合性が図れないのではないか、

②現在の予防接種法においてインフルエンザの定期接種は対象者が高齢者のみと定められているため、定期接種と
して高齢者以外の対象に接種を進めるのであれば、法改正が必要となり迅速な対応が困難ではないか、

③有効性と安全性が国内で十分検証されていないワクチンを定期接種とするのは難しいのではないか
などの議論があった。

○また、今回の接種は、個人の重症化の防止等を目的としていることから、現在の予防接種法のなかでは、二類疾病
の定期接種に近い性質のものと位置付けられ、市町村を実施主体とすることが適切であるが、
・法律上の位置付けなく市町村を実施主体とすることは適切でなく、
・新たに予防接種法を改正して市町村を実施主体と位置付ける時間的余裕もないこと
・また、国や市町村などの公的な主体がワクチンの接種事業を実施して、重症化が見込まれる接種対象者に対し、
接種を実施することが必要であったこと

から、今回の新型インフルエンザの予防接種については、特例的に国を予防接種の実施主体とし、都道府県、市町
村及び医療機関の協力を得て、ワクチン接種を行うこととした。

29
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新型コロナウイルス感染症の年齢階級別死亡率・重症者割合
（令和２年８月１９日１８：００現在）

参照：厚生労働省
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高リスクの基礎疾患

米国CDC 「People of Any Age with Underlying Medical 
Conditions」

◇以下の基礎疾患がある者は年齢に関係なく重症化リス
クが高い。
 がん
 慢性腎臓病
 ＣＯＰＤ（慢性閉塞性肺疾患）
 固形臓器移植による免疫不全状態
 肥満（肥満度指数[BMI]３０以上）
 心不全、冠動脈疾患、心筋症などの重篤な心臓疾患
 鎌状赤血球症
 ２型糖尿病

参照：https://www.cdc.gov/coronavirus/2019-ncov/need-
extra-precautions/people-with-medical-conditions.html

厚生労働省「新型コロナウイルス感染症COVID-19診療
の手引き」第2.2版

◇重症化のリスク因子
 ６５歳以上の高齢者
 慢性呼吸器疾患
 慢性腎臓病
 糖尿病
 高血圧、心血管疾患
 肥満（BMI ３０以上）

◇重症化のリスク因子としての知見は揃っていないが要
注意な基礎疾患

●生物学的製剤の使用 ●妊婦
●臓器移植後やその他の免疫不全 ●悪性腫瘍
●HIV 感染症（特にCD4 <200 /L）
●喫煙歴

慢性腎臓病、がん、冠動脈疾患等の基礎疾患がある者は症状が重篤化するリスクが高いとされる。

がん患者の重症化リスク
 がん患者において、新型コロナウイルス感染症に感染するリスクが高い。
 がん患者は、がんでない患者と比較して集中治療室での入院を必要とする重度の呼吸器合併症のリスクが増加し、

急速に悪化する。
 重度の呼吸器合併症のリスク（がん患者で３９％（7人/18人）、がんのない患者では８％ （124人/1572人）

（p=0.0003））
 悪化の速度（がん患者１３日、がんのない患者４３日；p＜0.0001；ハザード比3.56、95％CI 1.65-7.69）
※ 2020年１月31日までの中国における患者1,590人（がん患者18人）における報告。
（参照：Liang W, et al. Lancet Oncol 2020; 21: 335–37）
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妊婦の重症化リスク（米国CDC調査・英国Oxford大学）

 新型コロナウイルスに感染した１５～４４歳の妊婦は、ICU入院及び機械的人工呼吸を受けるリスクが増
加する。

 死亡リスクとの関連はない。
 妊婦は、非妊娠中の女性に比べ、

① 入院の可能性が５．４倍（95％CI = 5.1-5.6）(妊婦 31.5%  2,587人/8,207人、非妊娠中 5.8%  4,840人
/83,205人）

② ICUに入院する可能性が１．５倍（95％CI = 1.2-1.8）(妊婦 1.5% 120人/8,207人、非妊娠中 0.9% 757人
/83,205人)

③ 人工呼吸を受ける可能性が１．７倍（95％CI = 1.2-2.4）(妊婦 0.5％：42人/8,207人、非妊娠中 0.3% 
225人/83,205人)

 2020年１月22日～6月7日の米国女性患者91,412人における報告。

 新型コロナウイルス感染症で入院した妊婦のほとんどは妊娠第２期後半から第３期、入院症状があった
のは妊娠第３期又は分娩期。（81％：342人/424人)

 新型コロナウイルス感染症の大半は咳、発熱、息切れ等の軽度・中程度の症状であり、重症化した女性
はごく少数。

 新型コロナウイルス感染症で入院した妊婦の救急救命室への入院率と死亡率は、英国の生殖年齢の
一般集団の割合と同程度。
• 妊婦 重症化：１０％ (１０人/４２７人) 死亡率：１．２％ (５人/４２７人)
• 一般集団 重症化：２０～３５％ 死亡率：１～４％

（１）米国CDC Morbidity and Mortality Weekly Report June 26,2020
（参照：Characteristics of Women of Reproductive Age with Laboratory-Confirmed SARS-CoV-2 
Infection by Pregnancy Status — United States, January 22–June 7, 2020）
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（２）英国Oxford大学
（参照：Characteristics and outcomes of pregnant women admitted to hospital with confirmed SARS-
CoV-2 infection in UK：national population based cohort study, BMJ,2020)

第6回　新型インフルエンザ等対策有識者会議　新型コロナウイルス感染症対策分科会　資料集　46 / 84 ページ



予防接種法（臨時接種）及び新型インフル等特措法（特定接種、住民接種）の根拠法令
根拠法令 条文（一部抜粋）

臨時接種
予防接種法
第６条第１項、
第２項

１ 都道府県知事は、Ａ類疾病及びＢ類疾病のうち厚生労働大臣が定めるもののまん延予防上緊急の必要があると認めるときは、その対象者及
びその期日又は期間を指定して、臨時に予防接種を行い、又は市町村長に行うよう指示することができる。
２ 厚生労働大臣は、前項に規定する疾病のまん延予防上緊急の必要があると認めるときは、政令の定めるところにより、同項の予防接種を都道
府県知事に行うよう指示することができる。

新臨時接
種

予防接種法
第６条第３項

３ 厚生労働大臣は、Ｂ類疾病のうち当該疾病にかかった場合の病状の程度を考慮して厚生労働大臣が定めるもののまん延予防上緊急の必要
があると認めるときは、その対象者及びその期日又は期間を指定して、政令の定めるところにより、都道府県知事を通じて市町村長に対し、臨時
に予防接種を行うよう指示することができる。この場合において、都道府県知事は、当該都道府県の区域内で円滑に当該予防接種が行われるよう、
当該市町村長に対し、必要な協力をするものとする。

特定接種

特措法第28
条
（臨時接種と
みなす）

１ 政府対策本部長は、医療の提供並びに国民生活及び国民経済の安定を確保するため緊急の必要があると認めるときは、厚生労働大臣に対
し、次に掲げる措置を講ずるよう指示することができる。
一 医療の提供の業務又は国民生活及び国民経済の安定に寄与する業務を行う事業者であって厚生労働大臣の定めるところにより厚生労働大
臣の登録を受けているもの（「登録事業者」）のこれらの業務に従事する者（厚生労働大臣の定める基準に該当する者に限る。）並びに新型インフ
ルエンザ等対策の実施に携わる国家公務員に対し、臨時に予防接種を行うこと。
二 新型インフルエンザ等対策の実施に携わる地方公務員に対し、臨時に予防接種を行うよう、当該地方公務員の所属する都道府県又は市町村
の長に指示すること。
２ 前項の規定による指示をする場合には、政府対策本部長は、予防接種の期間を指定するものとする。
３ 厚生労働大臣は、第一項の規定による指示に基づき行う予防接種（特定接種）及び同項第一号の登録の実施に関し必要があると認めるときは、
官公署に対し、必要な書類の閲覧若しくは資料の提供を求め、又は登録事業者その他の関係者に対し、必要な事項の報告を求めることができる。
４ 厚生労働大臣は、特定接種及び第一項第一号の登録の円滑な実施のため必要があると認めるときは、登録事業者、都道府県知事、市町村長
及び各省各庁の長に対して、労務又は施設の確保その他の必要な協力を求めることができる。この場合において、協力を求められた登録事業者、
都道府県知事及び市町村長は、正当な理由がない限り、協力を拒んではならない。
５～７ 略

住民接種

特措法第46
条
（予防接種法
第６条第１項
を読み替えて
適用）

第四十六条 政府対策本部は、新型インフルエンザ等緊急事態において、新型インフルエンザ等が国民の生命及び健康に著しく重大な被害を与
え、国民生活及び国民経済の安定が損なわれることのないようにするため緊急の必要があると認めるときは、基本的対処方針を変更し、第十八
条第二項第三号に掲げる重要事項として、予防接種法第六条第一項の規定による予防接種の対象者及び期間を定めるものとする。
２ 前項の規定により予防接種法第六条第一項の規定による予防接種の対象者を定めるに当たっては、新型インフルエンザ等が国民の生命及び
健康に及ぼす影響並びに国民生活及び国民経済に及ぼす長期的な影響を考慮するものとする。
３ 第一項の規定により基本的対処方針において予防接種法第六条第一項の規定による予防接種の対象者及び期間が定められた場合における
同法の規定の適用については、同項中「都道府県知事」とあるのは「市町村長」と、「行い、又は市町村長に行うよう指示する」とあるのは「行う」と、
同条第二項中「都道府県知事」とあるのは「都道府県知事を通じ市町村長」と、同法第二十五条第一項中「市町村（第六条第一項の規定による予
防接種については、都道府県又は市町村）」とあるのは「市町村」とする。
４ 前項に規定する場合においては、予防接種法第二十六条及び第二十七条の規定は、適用しない。
５ 市町村長は、第三項の規定により読み替えて適用する予防接種法第六条第一項の規定による予防接種の円滑な実施のため必要があると認
めるときは、指定行政機関の長及び都道府県知事に対して、物資の確保その他の必要な協力を求めることができる。この場合において、協力を求
められた指定行政機関の長及び都道府県知事は、正当な理由がない限り、協力を拒んではならない。
６ 第三十一条第二項から第五項までの規定は、第三項の規定により読み替えて適用する予防接種法第六条第一項の規定による予防接種につ
いて準用する。 33
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ADE（抗体依存性増強）の可能性

新型コロナウイルス感染症（COVID-19）

抗体は本来ならウイルスから体を守るものであるが、抗体がウイルスと結合して免疫
細胞に取り込まれ、細胞内でウイルスへの感染が促進される。その後ウイルスに感染
した免疫細胞が暴走してサイトカインを過剰に放出し、症状を悪化させる。

コロナウイルスの１種であるネコ伝染性腹膜炎ウイルス（FIPV）において、抗体依存性
増強が誘発されることが報告されている。
• ネコにFIPVを経口投与した場合はネコ伝染性腹膜炎（FIP）を発症しなかったが、抗

FIPV抗体皮下注射後にFIPVを経口投与した場合には５０％のネコでFIPを発症した。

 SARSコロナウイルス (SARS-CoV)感染による重症急性呼吸器症候群（SARS）におい
ても、抗体依存性増強が誘発されることが報告されている。
• アカケザルに不活化ウイルスワクチンを接種した場合、未接種のアカゲザルと異な

り、肺胞腔内に抗体依存性増強反応が認められた。

参照：Tomomi TAKANO, et al. The Journal of Veterinary Medical Science.2019

Wang, Q, et al. ACS Infect. Dis. 2, 361–376 .2016
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感染後に抗体が減少する可能性

新型コロナウイルス感染症（COVID-19）

新型コロナウイルス感染症から回復した患者の高い割合でIgGレベルと中和
抗体が、感染後２～３か月以内に減少し始める。

 IgG抗体は、新型コロナウイルス感染後に増加するが、退院約２か月後には
無症状者の93.3％（28/30）、有症状者の96.8％(30/31)で減少した。

中和抗体は、無症状者の81.1％（30/37)、有症状者の62.2％（23/37)で減少
した。

新型コロナウイルス感染症の無症状者では、ウイルスに対する免疫応答が
弱い可能性。

参照：Quan-Xin Long, et al. Nature Medicine. 2020
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 資料４  

ワクチン接種に関する検討事項について 
 
 
１ 接種目的 
   〇 できる限り早期に多くの国民が接種を受けられるようにすることによる、

生命・健康へのリスクや医療への負荷の軽減 
 

〇 まん延防止及び死亡者や重症者の発生の抑制 
 
  
２ ワクチンの確保 
  ○ できるだけ早期に全国民に提供できる数量の確保 

 
○ 健康被害が生じた場合の救済措置、企業との損失補償契約 

 
 
３ 接種の枠組み 

○ できるだけ簡素で効率的な仕組み 
 
〇 特定接種の枠組みはとらず、住民への接種を優先する考えに立つ 

 
 
４ 接種順位 
  ○ 医療従事者、高齢者・基礎疾患を有する者等の接種の順位 
 
 
５ ワクチンの有効性・安全性の確保 

○ 副反応疑い報告等の安全対策 
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新型コロナウイルス感染症のワクチンの
接種に関する分科会の現時点での考え方

（たたき台）
令和２年８月21日（金）

尾身茂構成員 脇田隆字構成員 岡部信彦構成員
押谷仁構成員 館田一博構成員 今村顕史構成員

武藤香織構成員 小林慶一郎構成員 大竹文雄構成員
提出資料

資料５
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ワクチンの接種の実施の検討に当たり考慮すべき事項①
（安全性及び有効性について）
〇 ワクチンの接種を行うに当たっては、リスクとベネフィットの双方を考慮する必要がある。現在のところ、開発されるワ

クチンの安全性及び有効性については不明な点が多いが、継続的な情報収集を進める必要がある。

〇 特に留意すべきリスクは、現在開発が進められているワクチンでは、核酸やウイルスベクター等の極めて新規性の高
い技術が用いられていることである。また、ワクチンによっては、抗体依存性増強（ADE）など重篤な副反応が発生する
こともありうる。ワクチンの接種に当たっては、特に安全性の監視を強化して接種を進める必要がある。

〇 一方、ベネフィットとしては、ワクチンによっては感染予防効果のみならず、伝播予防効果も期待されるが、重症化予
防効果のみしか期待できないワクチンも考えられる。そのような状況ではあるが、安全性と共に有効性が妥当なワクチ
ンが開発されたときに備えて準備を進めていく必要がある。

〇 実際に接種を始める時期は、安全性及び有効性について国が認める薬事承認が行われた後となる。しかし、新規性
の高いワクチンである場合、市販後に多数の人々への接種が開始された後になって初めて明らかになる安全面の課
題も想定されるため、現実社会（Real world）での有効性を検討する疫学調査とともに市販後調査を行いながら、注意し
て接種を進める必要がある。そして、副反応などの発生については、特に情報収集とともに、適切な情報発信を行う必
要がある。

〇 なお、実際の安全性及び有効性などの性能評価については、PMDAでの検討とともに、厚生科学審議会予防接種・ワ
クチン分科会での議論を十分に行っていただきたい。導入後の副反応のモニタリングについても、予防接種・ワクチン
分科会にお願いをしたい。有害事象の発生時の対応についても、予防接種・ワクチン分科会で行うことを確認したい。

（ワクチンの購入について）
〇 海外からの購入も含めワクチンの確保に際しては、安全性及び有効性などが明確になっていない時点で確保の判断

を行う必要がある。したがって、最終的には確保したワクチンをすべては使用しない可能性があるとしても、必要なワク
チンを確保することを目指す必要がある。

〇 その一方で、ワクチンの確保にあたっては、世界で日本だけがワクチンを独占するかのようなことにならないよう、他
国への一定程度の配慮を踏まえた施策も進めるべきである。 2
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ワクチンの接種の実施の検討に当たり考慮すべき事項②
（接種の優先順位について）
〇 今回のワクチンに関しては、様々なメーカーが開発を進めているが、単独のメーカーのワクチンだけでは必要な供給

量を確保できない可能性がある。したがって、場合によっては、安全性や有効性の異なる複数のワクチンが流通し、そ
の複数のワクチンの有効性などの差異も踏まえて接種対象者に分配しながら、接種を進めることが必要になりうる。

〇 また、安全性及び有効性の両面で理想的なワクチンが開発される保証はない。即ち、図に示すように、ワクチンによっ
ては、重症化予防効果のみならず感染予防効果も有することもありえるが、重症化予防効果のみを有するワクチンも
ありうる。更に、安全性及び有効性のレベルはワクチンによって様々である。そこで、安全性及び有効性がどこまで存
在すれば許容範囲内であるかについての議論が必要である。

〇 さらに、国民へのワクチンの接種にあたっては、常識的なワクチンの供給量や接種体制を考えると、一度にすべての
対象集団に接種を行うことは不可能である。

〇 したがって、接種を行うにあたっては、接種の対象を誰にするのか、そしてどのような順番にするのかという優先順位
を検討する必要がある。

〇 我が国では、新型コロナウイルス感染症の対策として、感染拡大防止と重症化防止を目指してきた。このことを踏まえ
ると、接種を優先すべき対象者については、高齢者及び基礎疾患を有する者の重症化を予防することを中心とし、さら
に、それらの者に対し新型コロナウイルス感染症の診療を直接行う医療従事者を含めることを考えるべきである。

〇 なお、特定の医療従事者を優先する場合、新型コロナウイルス感染症の患者に係る直接の診療を行わないまでも、
新型コロナウイルス感染症が疑われる患者を積極的に診療する医療従事者や救急隊員、積極的疫学調査に携わる保
健所の職員を含めることについても議論が必要と考えられる。

〇 優先順位を考える上では、さらに上記以外にも、供給量及び価格、年齢等による差異、有効性の持続期間、接種回
数、複数の種類のワクチンの流通についても考慮する必要があり、これらの情報が明らかとなった段階で最終的な判
断を行うべきである。

〇 接種を優先すべき対象者がリスクとベネフィットを考慮した結果、接種を拒否する権利も十分に考慮する必要がある。
3
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ワクチンの接種の実施の検討に当たり考慮すべき事項③
（特定接種の実施について）
〇 上述の医療従事者、高齢者及び基礎疾患を有するもの以外にも、仕事上の感染のリスクが非常に高く、かつ、感染し

た際に社会的な影響が甚大な場合には考慮することも考えられるが、これまでの感染の状況を踏まえると、新型インフ
ルエンザ対策で想定をしていたような、国民のほとんどが短期間に感染し、欠勤者や死亡者が多発することは今のとこ
ろ想定されない。

〇 こうしたことを踏まえれば、特定の医療従事者、高齢者及び基礎疾患を有する者へのワクチンの接種を優先すべきで
あり、社会機能維持者に対する特定接種を行うことについては現段階では優先的な課題とはならないのではないかと
考えられる。

（実施の実施体制）
〇 ワクチンの接種の実施にあたっては、各地域の実情に踏まえつつ、地方自治体や医療機関、都道府県医師会・郡市

区医師会が十分に連携をした上で実施していく必要がある。また、地方自治体の負担が生じないよう、円滑な実施に向
けて政府における財政措置をすべきである。

（国民からの意見）
〇 国民からのワクチン開発への期待は高いが、開発の後期には特定の社名や製品が話題に上りやすくなり、様々なデ

マの発生につながりやすい。現時点から、継続的にワクチンのリスクとベネフィットや供給体制の考え方を周知する取り
組みが必要である。

〇 優先順位の決定については、ワクチンの確保の状況なども踏まえて、政府が行うべき事項ではあるが、その決定にあ
たっては、科学的に明らかとなったことと共に科学的には未だ不明な点も含めて国民への丁寧な情報発信を行いつつ、
パブリックコメント等を通した国民からの意見も十分に踏まえて、検討を行うことが必要である。

〇仮に感染予防効果の高いワクチンの開発に成功した場合には、感染による重症化リスクが相対的に低い若年者の接
種状況がまん延を防ぐためには重要になるとも考えられることから、各世代に向けた十分な情報の発信が必要である。

（その他）
〇 これからも、新しい科学的知見が出てきた場合には、必要に応じ、十分な議論を行う必要がある。

4
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ワクチンにおいて想定される安全性及び有効性のシナリオのイメージ

5
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（１）感染の状況（疫学的状況） （２）①医療提供体制（療養状況）
A B C D E F G H I J K L

時点 2019.10 ~8/19(1W) ~8/19(1W) ~8/12(1W) ~8/14(1W) 8/11 8/11 8/4 8/4 8/11 8/4

単位 千人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

北海道 5,250 63 1.20 80 0.79 49% 97 3 80 3 50 37
茨城県 2,860 60 2.10 72 0.83 33% 59 1 50 1 7 10
埼玉県 7,350 341 4.64 379 0.90 37% 357 7 298 3 56 76
千葉県 6,259 322 5.14 343 0.94 47% 325 5 292 6 103 72
東京都 13,921 1,794 12.89 2189 0.82 63% 1,725 22 1,416 22 417 442
神奈川県 9,198 686 7.46 566 1.21 51% 225 15 184 11 148 140
石川県 1,138 101 8.88 75 1.35 21% 70 2 16 2 2 0
岐阜県 1,987 39 1.96 84 0.46 38% 134 3 146 0 1 5
愛知県 7,552 509 6.74 858 0.59 52% 318 14 258 7 47 47
京都府 2,583 176 6.81 123 1.43 52% 100 3 112 4 24 45
大阪府 8,809 1,114 12.65 1262 0.88 56% 473 49 372 26 273 362
兵庫県 5,466 270 4.94 306 0.88 36% 226 13 239 7 50 50
福岡県 5,104 616 12.07 738 0.83 53% 307 21 269 11 198 182

青森県 1,246 1 0.08 0 - 0% 2 0 2 0 0 0
岩手県 1,227 2 0.16 3 0.67 100% 6 0 3 0 0 0
宮城県 2,306 3 0.13 7 0.43 67% 14 1 20 0 5 3
秋田県 966 8 0.83 14 0.57 0% 15 0 2 0 4 0
山形県 1,078 0 0.00 0 - - 1 0 1 0 0 0
福島県 1,846 13 0.70 9 1.44 71% 11 0 4 0 0 0
栃木県 1,934 23 1.19 37 0.62 39% 57 3 74 0 0 0
群馬県 1,942 92 4.74 45 2.04 54% 53 0 33 1 2 0
新潟県 2,223 7 0.31 9 0.78 0% 12 0 20 0 0 0
富山県 1,044 34 3.26 32 1.06 27% 41 0 20 0 0 0
福井県 768 1 0.13 5 0.20 0% 18 2 19 0 0 0
山梨県 811 24 2.96 21 1.14 42% 27 0 18 1 4 3
長野県 2,049 13 0.63 14 0.93 80% 39 0 35 0 0 0
静岡県 3,644 44 1.21 53 0.83 35% 68 1 91 1 8 20
三重県 1,781 41 2.30 83 0.49 17% 125 2 69 0 0 0
滋賀県 1,414 50 3.54 75 0.67 22% 116 3 72 1 11 6
奈良県 1,330 110 8.27 55 2.00 32% 76 1 69 1 3 4
和歌山県 925 29 3.14 13 2.23 16% 18 0 45 0 0 0
鳥取県 556 1 0.18 2 0.50 - 15 0 14 0 0 0
島根県 674 4 0.59 101 0.04 2% 42 0 1 0 0 0
岡山県 1,890 12 0.63 16 0.75 31% 20 0 32 0 3 1
広島県 2,804 13 0.46 39 0.33 44% 82 0 117 0 7 2
山口県 1,358 11 0.81 18 0.61 8% 25 0 13 0 0 0
徳島県 728 34 4.67 19 1.79 13% 37 0 18 0 8 0
香川県 956 8 0.84 7 1.14 75% 12 1 5 0 1 1
愛媛県 1,339 4 0.30 7 0.57 10% 14 1 13 1 0 0
高知県 698 22 3.15 1 22.00 - 3 0 5 0 0 0
佐賀県 815 29 3.56 54 0.54 20% 52 0 48 0 19 4
長崎県 1,327 18 1.36 31 0.58 28% 32 1 31 1 36 40
熊本県 1,748 56 3.20 55 1.02 46% 124 2 153 0 0 0
大分県 1,135 37 3.26 19 1.95 25% 27 0 16 1 2 0
宮崎県 1,073 49 4.57 54 0.91 18% 77 2 68 1 19 43
鹿児島県 1,602 60 3.75 11 5.45 50% 30 2 47 2 3 13
沖縄県 1,453 453 31.18 597 0.76 58% 302 12 206 3 81 52
日本 126,167 7,397 5.86 8581 0.86 52% 6,009 192 5,112 117 1,592 1,660

※：人口推計　第４表   都道府県，男女別人口及び人口性比－総人口，日本人人口（2019年10月１日現在）
※：累積陽性者数は、感染症法に基づく陽性者数の累積（各都道府県の発表日ベース）を記載。自治体に確認を得てない暫定値であることに留意。
※：入院患者・入院確定数、重症者数及び宿泊患者数（G列～L列）については、記載日の翌日 00:00時点としてとりまとめている。
※：入院確定数は、一両日中に入院すること及び入院先が確定している者の数。
※：重症者数は、集中治療室（ICU）等での管理、人工呼吸器管理又は体外式心配補助（ECMO）による管理が必要な患者数。
※：感染経路不明な者の割合（アンリンク割合）について、千葉県及び三重県の数値は8/7時点であることに留意。

直近１週間と
その前１週間の比

（B/D）
人口

直近１週間
累積陽性者数

対人口10万人
B/(A/100)

その前１週間
累積陽性者数

感染経路不明
な者の割合

（アンリンク割合）

入院患者・
入院確定数

うち
重症者数

入院患者・
入院確定数

うち
重症者数 宿泊療養者数
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（２）②医療提供体制（病床確保等） （３）検査体制の構築
M N O P Q R S T U V W

時点 5/1 5/1 5/19 8/11 8/11 8/11 ~8/16(1W) ~8/9(1W) ~8/16(1W) ~8/9(1W)

単位 床 床 室 件 件 人 人

北海道 済 済 済 700 1,767 810 2,488 3,402 0.73 75 97

茨城県 済 済 済 171 500 34 3,780 4,170 0.91 55 77

埼玉県 済 済 済 683 1,400 1,225 7,230 11,608 0.62 343 418

千葉県 済 済 済 1,147 1,200 710 4,836 6,821 0.71 300 389

東京都 済 済 済 3,300 4,000 2,148 28,074 43,887 0.64 1,847 2,412

神奈川県 済 済 済 1,939 1,939 749 8,912 11,495 0.78 587 653

石川県 済 済 済 258 254 340 699 443 1.58 92 41

岐阜県 済 済 済 397 625 381 1,372 2,163 0.63 47 114

愛知県 済 済 済 766 839 1,300 5,535 7,663 0.72 606 997

京都府 済 済 済 495 515 338 2,879 3,391 0.85 136 157

大阪府 済 済 済 1,257 1,615 1,229 12,718 14,788 0.86 1,078 1,324

兵庫県 済 済 予定 652 650 488 3,573 4,412 0.81 265 324

福岡県 済 済 済 490 760 838 10,525 11,284 0.93 621 824

青森県 済 済 済 158 225 30 72 111 0.65 1 0

岩手県 済 済 済 205 350 225 170 294 0.58 2 3

宮城県 済 済 済 388 450 100 751 1,285 0.58 2 14

秋田県 済 済 済 231 235 16 140 334 0.42 7 13

山形県 済 済 予定 215 215 188 131 236 0.56 0 0

福島県 済 済 済 229 350 100 944 948 1.00 9 7

栃木県 済 済 済 311 311 111 1,596 1,597 1.00 30 47

群馬県 済 済 済 302 330 150 1,121 1,191 0.94 74 34

新潟県 済 済 済 456 456 176 603 964 0.63 1 12

富山県 済 済 済 500 500 200 833 866 0.96 22 41

福井県 済 済 済 190 190 75 427 825 0.52 1 14

山梨県 済 済 済 250 250 21 1,601 1,763 0.91 10 27

長野県 済 済 済 350 350 250 837 1,223 0.68 17 14

静岡県 済 済 済 300 450 155 2,389 2,792 0.86 53 57

三重県 済 済 済 358 358 100 1,041 1,905 0.55 46 114

滋賀県 済 済 済 154 450 62 299 363 0.82 46 107

奈良県 済 済 済 467 500 108 1,404 1,651 0.85 65 66

和歌山県 済 済 済 192 400 137 877 1,026 0.85 17 12

鳥取県 済 済 済 313 300 340 484 870 0.56 0 3

島根県 済 済 済 253 253 98 918 266 3.45 10 93

岡山県 済 済 済 250 250 207 1,060 1,070 0.99 15 23

広島県 済 済 済 553 500 150 1,206 1,875 0.64 29 51

山口県 済 済 済 423 423 638 323 227 1.42 7 18

徳島県 済 済 済 200 200 208 211 398 0.53 32 30

香川県 済 済 済 185 185 101 764 602 1.27 5 14

愛媛県 済 済 済 229 223 67 116 108 1.07 8 7

高知県 済 済 済 192 200 16 267 97 2.75 19 2

佐賀県 済 済 済 281 281 230 736 815 0.90 41 60

長崎県 済 済 済 395 395 163 1,559 2,661 0.59 19 54

熊本県 済 済 済 400 400 1,430 1,477 2,824 0.52 53 117

大分県 済 済 済 330 330 700 924 608 1.52 16 19

宮崎県 済 済 済 246 246 250 539 1,100 0.49 34 67

鹿児島県 済 済 済 253 253 370 1,143 1,379 0.83 46 21

沖縄県 済 済 済 443 425 340 4,768 6,293 0.76 492 613

日本 - - - 22,457 27,298 18,102 124,352 166,094 0.75 7,281 9,601

※：受入確保病床数、受入確保想定病床数、宿泊施設確保数については、記載日の翌日 00:00時点としてとりまとめている。
※：受入確保病床数は、ピーク時に新型コロナウイルス感染症患者が利用する病床として、各都道府県が医療機関と調整を行い、確保している病床数。実際には受入れ患者の重症度等により、変動する可能性がある。
※：受入確保想定病床数は、ピーク時に新型コロナウイルス感染症患者が利用する病床として、各都道府県が見込んでいる（想定している）病床数であり変動しうる点に特に留意が必要。また、実際には受入れ患者の重症度等により、変動
    する可能性がある。受入確保病床数が、受入確保想定病床数を超える都道府県にあっては、受入確保病床数を受入確保想定病床数として記載。
※：宿泊施設確保数は、受け入れが確実な宿泊施設の部屋として都道府県が判断し、厚生労働省に報告した室数。都道府県の運用によっては、事務職員の宿泊や物資の保管、医師・看護師の控え室のために使用する居室等として、一部
　　使われる場合がある。（居室数が具体的に確認できた場合、数値を置き換えることにより数値が減る場合がある。）数値を非公表としている県又は調整中の県は「-」で表示。
※：PCR検査件数は、①各都道府県から報告があった地方衛生研究所・保健所のPCR検査件数（PCR検査の体制整備にかかる国への報告について（依頼）（令和２年３月５日））、②厚生労働省から依頼した民間検査会社、大学、医療
　　機関のPCR検査件数を計上。一部、未報告の検査機関があったとしても、現時点で得られている検査件数を計上している。

患者受入れ
調整本部
の設置状況

新型コロナ対策
協議会の
設置状況

変化率
(S/T)

(参考)それぞれの週
の陽性者数

周産期医療
の協議会
開催状況

受入確保
病床数

受入確保
想定病床数

宿泊施設
確保数

最近１週間の
PCR検査件数

2週間前の
PCR検査件数
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（参考）都道府県の医療提供体制等の状況①（医療提供体制）

A

時点 2019.10

単位 千人

北海道 5,250 13.9% (+2.4) 5.5% (+0.4) 3.0% (+0.0) 1.6% (▲0.6) 2.9 (+0.6)
青森県 1,246 1.3% (+0.0) 0.9% (+0.0) 0.0% (+0.0) 0.0% (+0.0) 0.2 (+0.0)
岩手県 1,227 2.9% (+1.5) 1.7% (+0.9) 0.0% (+0.0) 0.0% (+0.0) 0.5 (+0.2)
宮城県 2,306 3.6% (▲1.5) 3.1% (▲1.3) 1.8% (+1.8) 1.5% (+1.5) 0.8 (▲0.3)
秋田県 966 6.5% (+5.6) 6.4% (+5.5) 0.0% (+0.0) 0.0% (+0.0) 2.0 (+1.8)
山形県 1,078 0.5% (+0.0) 0.5% (0.0) 0.0% (+0.0) 0.0% (+0.0) 0.1 (+0.0)
福島県 1,846 4.8% (+3.1) 3.1% (+2.0) 0.0% (+0.0) 0.0% (+0.0) 0.6 (+0.4)
茨城県 2,860 34.5% (+5.3) 11.8% (+1.8) 3.0% (+0.0) 1.4% (+0.0) 3.3 (+0.4)
栃木県 1,934 18.3% (▲5.5) 18.3% (▲5.5) 7.3% (+7.3) 7.3% (+7.3) 3.1 (▲0.8)
群馬県 1,942 17.5% (+6.6) 16.1% (+6.1) 0.0% (▲4.3) 0.0% (▲2.0) 2.8 (+1.1)
埼玉県 7,350 52.3% (+8.6) 25.5% (+4.2) 7.3% (+4.2) 3.5% (+2.0) 7.8 (+0.7)
千葉県 6,259 28.3% (+2.9) 27.1% (+2.8) 5.0% (▲1.0) 2.8% (▲0.6) 9.8 (+1.7)
東京都 13,921 52.3% (+9.4) 43.1% (+7.7) 5.5% (+0.0) 4.4% (+0.0) 26.5 (+3.2)
神奈川県 9,198 11.6% (+2.2) 11.6% (+3.2) 8.7% (+2.3) 7.5% (+1.1) 6.2 (+1.4)
新潟県 2,223 2.6% (▲1.8) 2.6% (▲1.8) 0.0% (+0.0) 0.0% (+0.0) 0.5 (▲0.4)
富山県 1,044 8.2% (+4.2) 8.2% (+4.2) 0.0% (+0.0) 0.0% (+0.0) 3.9 (+2.0)
石川県 1,138 27.1% (+20.9) 27.6% (+21.4) 5.7% (+0.0) 5.7% (+0.0) 6.3 (+4.9)
福井県 768 9.5% (▲0.5) 9.5% (+4.0) 8.3% (+8.3) 8.3% (+8.3) 2.3 (▲0.1)
山梨県 811 10.8% (+3.6) 10.8% (+3.6) 0.0% (▲4.2) 0.0% (▲4.2) 3.8 (+1.2)
長野県 2,049 11.1% (+1.1) 11.1% (+1.1) 0.0% (+0.0) 0.0% (+0.0) 1.9 (+0.2)
岐阜県 1,987 33.8% (▲3.0) 21.4% (▲1.9) 6.1% (+6.1) 4.5% (+4.5) 6.8 (▲0.8)
静岡県 3,644 22.7% (▲7.7) 15.1% (▲7.6) 2.7% (▲0.6) 1.5% (▲1.0) 2.3 (▲1.4)
愛知県 7,552 41.5% (+7.8) 37.9% (+7.2) 23.3% (+11.7) 11.6% (+5.8) 23.1 (+2.4)
三重県 1,781 34.9% (+15.6) 34.9% (+15.6) 3.8% (+3.8) 3.8% (+3.8) 7.1 (+2.4)
滋賀県 1,414 75.3% (+24.3) 25.8% (+9.8) 6.0% (+4.0) 4.2% (+2.2) 9.1 (+3.5)
京都府 2,583 20.2% (▲2.4) 19.4% (▲3.2) 3.5% (▲1.2) 3.5% (▲1.2) 7.2 (▲1.2)
大阪府 8,809 37.6% (+8.0) 29.3% (+6.3) 26.1% (+12.2) 22.8% (+10.7) 18.6 (+1.5)
兵庫県 5,466 34.7% (▲2.0) 34.8% (▲1.9) 11.8% (+5.5) 10.8% (+5.0) 5.0 (▲0.2)
奈良県 1,330 16.3% (+1.5) 15.2% (+1.4) 4.0% (+0.0) 4.0% (+0.0) 5.9 (+0.5)
和歌山県 925 9.4% (▲17.9) 4.5% (▲6.8) 0.0% (+0.0) 0.0% (+0.0) 1.9 (▲2.9)
鳥取県 556 4.8% (+0.4) 5.0% (+0.7) 0.0% (+0.0) 0.0% (+0.0) 2.7 (+0.2)
島根県 674 16.6% (+16.2) 16.6% (+16.2) 0.0% (+0.0) 0.0% (+0.0) 15.3 (+15.1)
岡山県 1,890 8.0% (▲4.8) 8.0% (▲4.8) 0.0% (+0.0) 0.0% (+0.0) 1.3 (▲0.5)
広島県 2,804 14.8% (▲6.3) 16.4% (▲4.8) 0.0% (+0.0) 0.0% (+0.0) 3.3 (▲1.1)
山口県 1,358 5.9% (+2.8) 5.9% (+2.8) 0.0% (+0.0) 0.0% (+0.0) 1.8 (+0.9)
徳島県 728 18.5% (+9.5) 18.5% (+9.5) 0.0% (+0.0) 0.0% (+0.0) 6.2 (+3.7)
香川県 956 6.5% (+3.6) 6.5% (+3.6) 4.0% (+4.0) 4.0% (+4.0) 1.4 (+0.7)
愛媛県 1,339 6.1% (+0.3) 6.3% (+0.4) 3.0% (▲3.6) 3.0% (+0.7) 1.0 (+0.1)
高知県 698 1.6% (▲1.0) 1.5% (▲1.0) 0.0% (+0.0) 0.0% (+0.0) 0.4 (▲0.3)
福岡県 5,104 62.7% (+7.8) 40.4% (+5.0) 35.0% (+16.7) 19.1% (+15.4) 25.1 (+5.2)
佐賀県 815 18.5% (+1.4) 18.5% (+1.4) 0.0% (+0.0) 0.0% (+0.0) 8.7 (+2.3)
長崎県 1,327 8.1% (+0.3) 8.1% (+0.3) 3.7% (+0.0) 2.4% (+0.0) 5.9 (▲2.1)
熊本県 1,748 31.0% (▲7.3) 31.0% (▲7.3) 3.4% (+3.4) 3.4% (+3.4) 11.2 (▲1.0)
大分県 1,135 8.2% (+3.3) 8.2% (+3.3) 0.0% (▲2.4) 0.0% (▲2.4) 2.6 (+1.1)
宮崎県 1,073 31.3% (▲0.3) 31.3% (+3.0) 6.1% (+0.8) 6.1% (+3.0) 9.3 (▲4.5)
鹿児島県 1,602 11.9% (▲6.7) 11.9% (▲6.7) 4.2% (+0.0) 4.2% (+0.0) 2.1 (▲1.7)
沖縄県 1,453 68.2% (▲17.0) 71.1% (+22.6) 25.5% (+5.5) 32.4% (+21.7) 64.5 (+26.9)
全国 126,167 26.8% (+3.7) 22.0% (+4.1) 6.8% (+2.6) 5.3% (+2.1) 10.7 (+1.5)

※：人口推計　第４表   都道府県，男女別人口及び人口性比－総人口，日本人人口（2019年10月１日現在）
※：確保病床使用率、確保想定病床使用率、療養者数は、記載日の翌日 00:00時点としてとりまとめている。
※：重症者数は、集中治療室（ICU）等での管理、人工呼吸器管理又は体外式心配補助（ECMO）による管理が必要な患者数。

【　　　　　　　　　　医療提供体制　　　　　　　　　　】
B C D E F

人口

①病床のひっ迫具合

②療養者数
全入院者 重症患者

確保病床
使用率 確保想定
病床使用率

確保病床
使用率

【重症患者】

確保想定
病床使用率
【重症患者】

8/11 8/11 8/11 8/11

％(前週差） ％(前週差） ％(前週差） ％(前週差） 対人口10万人
(前週差)

8/11

ステージⅢの指標 25% 20% 25% 20%

25

15

ステージⅣの指標 50% 50%
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（参考）都道府県の医療提供体制等の状況②（監視体制・感染の状況）

A

時点 2019.10

単位 千人

北海道 5,250 2.9% (+0.4) 1.50 (▲0.4) 0.78 (▲1.62) 35.0% (▲19.9)
青森県 1,246 0.0% (▲2.1) 0.00 (▲0.1) 0.00 - - -
岩手県 1,227 1.1% (▲1.9) 0.16 (+0.0) 1.00 (+0.33) 100.0% (+25.0)
宮城県 2,306 1.2% (▲1.1) 0.17 (▲0.8) 0.18 (▲1.04) 23.8% (▲26.2)
秋田県 966 5.3% (+5.3) 1.55 (+1.6) - - 7.1% (▲42.9)
山形県 1,078 0.0% (▲0.7) 0.00 (▲0.1) 0.00 - - -
福島県 1,846 0.7% (+0.4) 0.43 (+0.1) 1.33 (▲4.67) 16.7% (▲83.3)
茨城県 2,860 2.1% (▲0.8) 2.62 (▲0.1) 0.96 (▲1.09) 41.9% (▲1.7)
栃木県 1,934 2.7% (+0.5) 1.81 (▲0.2) 0.90 (+0.01) 46.5% (+10.1)
群馬県 1,942 3.0% (+1.8) 2.47 (+1.4) 2.29 (+0.19) 69.6% (+12.4)
埼玉県 7,350 3.6% (▲0.5) 5.03 (▲0.9) 0.85 (▲0.58) 44.0% (▲4.2)
千葉県 6,259 5.7% (+0.8) 5.00 (▲1.0) 0.83 (▲0.90) 47.1% (▲4.6)
東京都 13,921 5.7% (▲1.3) 14.62 (▲2.7) 0.84 (▲0.49) 62.5% (+3.3)
神奈川県 9,198 6.1% (+1.2) 6.20 (+0.5) 1.10 (▲0.82) 56.1% (▲8.9)
新潟県 2,223 1.3% (▲1.3) 0.31 (▲0.5) 0.37 (▲1.36) 7.1% (+7.1)
富山県 1,044 4.7% (+3.1) 3.07 (+0.4) 1.14 (▲8.19) 43.8% (▲36.3)
石川県 1,138 10.2% (+7.5) 7.21 (+6.3) 8.20 (+7.43) 12.5% (▲12.5)
福井県 768 1.7% (▲1.3) 0.26 (▲1.7) 0.13 (▲1.37) 0.0% (+0.0)
山梨県 811 1.9% (+0.6) 1.48 (▲2.2) 0.40 (▲2.93) 40.0% (+3.6)
長野県 2,049 1.1% (▲0.7) 0.68 (▲0.4) 0.61 (▲0.74) 31.3% (+0.8)
岐阜県 1,987 5.4% (▲2.3) 3.62 (▲1.8) 0.67 (▲0.37) 47.2% (+4.8)
静岡県 3,644 2.1% (▲2.2) 1.29 (▲1.3) 0.51 (▲0.23) 17.6% (+8.3)
愛知県 7,552 15.0% (▲3.5) 10.95 (▲3.2) 0.78 (▲0.68) 62.5% (+5.9)
三重県 1,781 6.5% (+1.1) 4.44 (▲1.1) 0.81 (▲2.46) 17.1% (+11.9)
滋賀県 1,414 19.3% (+11.3) 5.30 (+0.1) 1.01 (▲2.20) 10.8% (▲24.2)
京都府 2,583 5.1% (▲1.8) 5.34 (▲1.0) 0.84 (▲0.38) 48.0% (+10.5)
大阪府 8,809 9.7% (▲1.4) 13.78 (▲1.0) 0.93 (▲0.28) 65.1% (▲1.9)
兵庫県 5,466 8.2% (▲0.6) 5.36 (▲0.6) 0.90 (▲0.46) 30.7% (▲1.2)
奈良県 1,330 4.8% (▲1.2) 4.36 (▲0.5) 0.89 (▲0.58) 35.8% (+23.3)
和歌山県 925 1.3% (▲3.3) 1.73 (▲1.6) 0.52 (▲0.42) 16.7% (+12.5)
鳥取県 556 0.3% (▲1.1) 0.00 (▲1.8) 0.00 (▲1.67) 16.7% (▲3.3)
島根県 674 35.0% (+34.8) 15.28 (+15.3) - - - -
岡山県 1,890 2.3% (▲1.3) 0.85 (▲0.6) 0.59 (▲0.28) 39.3% (+19.3)
広島県 2,804 2.7% (▲3.0) 1.32 (▲1.6) 0.45 (▲0.77) 37.0% (▲11.9)
山口県 1,358 6.5% (+0.5) 1.25 (+0.3) 1.31 (▲0.86) 7.1% (+7.1)
徳島県 728 8.2% (+5.1) 2.34 (▲1.8) 0.57 (▲1.74) 26.7% (+6.7)
香川県 956 2.7% (+2.4) 0.42 (▲0.7) 0.36 (▲10.64) 41.7% (▲58.3)
愛媛県 1,339 6.9% (+3.0) 0.60 (▲0.2) 0.73 (▲1.11) 25.0% (+10.7)
高知県 698 2.4% (+0.5) 0.14 (▲0.1) 0.50 (▲0.17) 66.7% (+66.7)
福岡県 5,104 7.6% (+0.2) 14.62 (▲2.3) 0.87 (▲0.80) 58.1% (▲1.8)
佐賀県 815 7.3% (+0.3) 5.28 (▲1.8) 0.74 (▲2.48) 19.0% (▲7.4)
長崎県 1,327 2.9% (▲1.2) 2.11 (▲3.8) 0.35 (▲4.58) 24.3% (▲27.9)
熊本県 1,748 4.3% (▲3.2) 2.75 (▲6.4) 0.30 (▲1.07) 13.7% (+2.4)
大分県 1,135 3.3% (+1.6) 1.50 (+0.4) 1.42 (▲1.58) 33.3% (+33.3)
宮崎県 1,073 6.4% (▲0.3) 4.29 (▲5.7) 0.43 (▲0.71) 17.6% (+11.0)
鹿児島県 1,602 1.6% (▲1.7) 0.25 (▲2.1) 0.11 (▲0.68) 43.5% (+29.2)
沖縄県 1,453 10.1% (+0.6) 42.74 (+10.9) 1.34 (▲1.52) 68.3% (+22.5)
全国 126,167 6.1% (▲0.6) 6.56 (▲0.9) 0.88 (▲0.58) 54.2% (+2.0)

※：人口推計　第４表   都道府県，男女別人口及び人口性比－総人口，日本人人口（2019年10月１日現在）
※：陽性者数は、感染症法に基づく陽性者数の累積（各都道府県の発表日ベース）を記載。自治体に確認を得てない暫定値であることに留意。
※　⑤と⑥について、分母が０の場合は、「－」と記載している。

【監視体制】 【　　　　　　　感染の状況　　　　　　　】
G H I J

人口

~8/9(1W) ~8/13(1W)

％(前週差） 対人口10万人（前週
差） （前週差）

ステージⅣの指標

ステージⅢの指標

10％ 25 1 50%

③陽性者数／
PCR検査件数
（最近１週間）

50%10％ 15 1

％(前週差）

④直近１週間の陽性者
数

⑤直近１週間
とその前１週間の比

⑥感染経路
不明な者の
割合

~8/7(1W)
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新型コロナウイルス感染症のワクチンの
接種に関する分科会の現時点での考え方

令和２年８月21日（金）

新型コロナウイルス感染症対策分科会
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ワクチンの接種の実施の検討に当たり考慮すべき事項①
（目的）
〇 国は、死亡者や重症者をできる限り抑制し、国民の生命及び健康を守るために、ワクチン接種の実施体制を整えてい

く必要がある。

〇 今回の新型コロナウイルスワクチンの安全性及び有効性については科学的な不確実性がある一方で、国民の期待も
極めて大きいことから、しっかりと正確な情報を丁寧に伝えていく必要がある。

（安全性及び有効性について）
〇 ワクチンの接種を行うにあたっては、リスクとベネフィットの双方を考慮する必要がある。現在のところ、開発されるワ

クチンの安全性及び有効性については不明な点が多いが、継続的な情報収集を進める必要がある。

〇 特に留意すべきリスクは、現在開発が進められているワクチンでは、核酸やウイルスベクター等の極めて新規性の高
い技術が用いられていることである。また、ワクチンによっては、抗体依存性増強（ADE）など重篤な副反応が発生する
こともありうる。ワクチンの接種にあたっては、特に安全性の監視を強化して接種を進める必要がある。

〇 一般的に、呼吸器ウイルス感染症に対するワクチンで、感染予防効果を十分に有するものが実用化された例はな
かった。従って、ベネフィットとして、重症化予防効果は期待されるが、発症予防効果や感染予防効果については今後
の評価を待つ必要がある。しかし、今から、安全性と共に有効性が妥当なワクチンが開発されたときに備えて準備を進
めていく必要がある。

〇 実際に接種を始める時期は、安全性及び有効性について国が認める薬事承認が行われた後となる。しかし、新規性
の高いワクチンである場合、市販後に多数の人々への接種が開始された後になって初めて明らかになる安全面の課
題も想定されるため、現実社会（Real world）での有効性を検討する疫学調査とともに市販後調査を行いながら、注意し
て接種を進める必要がある。そして、副反応などの発生については、特に情報収集とともに、適切な情報発信を行う必
要がある。

〇 なお、実際の安全性及び有効性などの性能評価については、医薬品医療機器総合機構 （PMDA）での検討とともに、
厚生科学審議会予防接種・ワクチン分科会での議論を十分に行っていただきたい。導入後の副反応のモニタリングに
ついても、予防接種・ワクチン分科会にお願いをしたい。有害事象の発生時の対応についても、予防接種・ワクチン分
科会で行うことを確認したい。
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ワクチンの接種の実施の検討に当たり考慮すべき事項②

（ワクチンの購入について）
〇 国としてワクチンの確保に全力で取り組んでいくとともに、海外からの購入に際しては、安全性及び有
効性などが明確になっていない時点で確保の判断を行う必要がある。したがって、最終的には確保した
ワクチンをすべては使用しない可能性があるとしても、必要なワクチンを確保することを目指す必要があ
る。

〇 その一方で、ワクチンの確保にあたっては、世界で日本だけがワクチンを独占するかのようなことにな
らないよう、他国への一定程度の配慮を踏まえた施策も進めるべきである。
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ワクチンの接種の実施の検討に当たり考慮すべき事項③
（接種の優先順位について）
〇 今回のワクチンに関しては、様々なメーカーが開発を進めているが、単独のメーカーのワクチンだけでは必要な供給

量を確保できない可能性がある。したがって、場合によっては、安全性や有効性の異なる複数のワクチンが流通し、そ
の複数のワクチンの有効性などの差異も踏まえて接種対象者に分配しながら、接種を進めることが必要になりうる。

〇 また、安全性及び有効性の両面で理想的なワクチンが開発される保証はない。即ち、図に示すように、ワクチンによっ
ては、重症化予防効果のみならず発症予防効果も有することもありえるが、感染予防効果はない可能性もあり、現実を
早い段階で国民に周知する必要がある。更に、安全性及び有効性のレベルはワクチンによって様々である。そこで、安
全性及び有効性がどこまで存在すれば許容範囲内であるかについての議論が必要である。

〇 国には、国民に必要なワクチン確保のために全力を挙げてもらいたい。さらに、国民へのワクチンの接種にあたって
は、常識的なワクチンの供給量や接種体制を考えると、一度にすべての対象集団に接種を行うことは不可能である。

〇 したがって、接種を行うにあたっては、接種の対象を誰にするのか、そしてどのような順番にするのかという優先順位
を検討する必要がある。

〇 我が国では、新型コロナウイルス感染症の対策として、感染拡大防止と重症化防止を目指してきた。このことを踏まえ
ると、接種を優先すべき対象者については、高齢者及び基礎疾患を有する者の重症化を予防することを中心とし、さら
に、それらの者に対し新型コロナウイルス感染症の診療を直接行う医療従事者を含めることを考えるべきである。

〇 なお、特定の医療従事者を優先する場合、新型コロナウイルス感染症の患者に係る直接の診療を行わないまでも、
新型コロナウイルス感染症が疑われる患者を積極的に診療する医療従事者や救急隊員、積極的疫学調査に携わる保
健所の職員を含めることについても議論が必要と考えられる。高齢者及び基礎疾患を有する者が集団で居住する施設
で従事する者や妊婦を含めるかどうかについても、検討課題である。

〇 優先順位を考える上では、さらに上記以外にも、供給量及び価格、年齢等による差異、有効性の持続期間、接種回
数、複数の種類のワクチンの流通についても考慮する必要があり、これらの情報が明らかとなった段階で最終的な判
断を行うべきである。

〇 接種を優先すべき対象者がリスクとベネフィットを考慮した結果、接種を拒否する権利も十分に考慮する必要がある。

〇 一方、接種した方に健康被害が生じた場合の救済措置についても、認定のプロセスを含め、検討する必要がある。 4
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ワクチンの接種の実施の検討に当たり考慮すべき事項④

（特定接種の実施について）
〇 上述の医療従事者、高齢者及び基礎疾患を有するもの以外にも、仕事上の感染のリスクが非常に高く、かつ、感染し

た際に社会的な影響が甚大な者がいることも考えられる。しかし、これまでの感染の状況を踏まえると、新型インフルエ
ンザ対策で想定をしていたような、国民のほとんどが短期間に感染し、欠勤者や死亡者が多発することは今のところ想
定されない。

〇 こうしたことを踏まえれば、特定の医療従事者、高齢者及び基礎疾患を有する者へのワクチンの接種を優先すべきで
あり、社会機能維持者に対する特定接種を行うことについては現段階では優先的な課題とはならないのではないかと
考えられる。

（実施体制）
〇 実施体制の構築については、現場が混乱しないよう、簡素かつ効率的な体制整備を進めていくべきである。

〇 ワクチンの接種の実施にあたっては、各地域の実情に踏まえつつ、地方自治体や医療機関、都道府県医師会・郡市
区医師会が十分に連携をした上で実施していく必要がある。また、地方自治体の負担が生じないよう、円滑な実施に向
けて政府における財政措置をすべきである。

〇 また、ワクチン製剤の品質の確保体制を十分に確保すべきである。

5
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ワクチンの接種の実施の検討に当たり考慮すべき事項⑤

（国民からの意見）
〇 わが国では、ワクチンの効果と副反応の関係については、長い間、国民に理解を求める努力をしてきたが、副反応へ

の懸念が諸外国に比べて強く、ワクチンがなかなか普及しなかった歴史がある。

〇 従って、国民が納得できるような、十分な対話を行っていくべきである。

〇 国民からのワクチン開発への期待は極めて高いが、開発が進むにつれ、特定の社名や製品が話題に上りやすくなり、
様々な誤解を与える情報の発生につながりやすい。国民がワクチンに対して抱く懸念や誤解されやすい点を調査や対
話を通じて理解し、よりよいリスクコミュニケーションにつなげる仕組みを設けるべきである。現時点から、継続的にワク
チンのリスクとベネフィットや供給体制の考え方を周知する取り組みが必要である。

〇 優先順位の決定については、ワクチンの確保の状況なども踏まえて、政府が行うべき事項ではあるが、その決定にあ
たっては、科学的に明らかとなったことと共に科学的には未だ不明な点も含めて国民への丁寧な情報発信を行いつつ、
パブリックコメント等を通した国民からの意見も十分に踏まえて、検討を行うことが必要である。

〇仮に感染予防効果の高いワクチンの開発に成功した場合には、感染による重症化リスクが相対的に低い若年者の接
種状況がまん延を防ぐためには重要になるとも考えられることから、各世代に向けた十分な情報の発信が必要である。

（その他）
〇 これからも、新しい科学的知見が出てきた場合には、必要に応じ、十分な議論を行う必要がある。

6
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ワクチンにおいて想定される安全性及び有効性のシナリオのイメージ
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1 

 

新型コロナウイルス感染症対策分科会（第６回） 

議事概要 

 

１ 日時 

令和 2 年 8 月 21 日（金）10 時 30 分～12 時 47 分 

 

２ 場所 

  合同庁舎８号館１階講堂 

 

３ 出席者 

分科会長   尾身 茂  独立行政法人地域医療機能推進機構理事長 

分科会長代理 脇田 隆字 国立感染症研究所所長 

構成員    石川 晴巳 ヘルスケアコミュニケーションプランナー 

石田 昭浩 日本労働組合総連合会副事務局長 

今村 顕史 東京都立駒込病院感染症センター長、感染症科部長 

太田 圭洋 日本医療法人協会副会長 

大竹 文雄 大阪大学大学院経済学研究科教授 

押谷  仁 東北大学大学院医学系研究科微生物学分野教授 

釜萢  敏 公益社団法人日本医師会常任理事 

河本 宏子 ANA総合研究所会長 

小林慶一郎 公益財団法人東京財団政策研究所研究主幹 

清古 愛弓 全国保健所長会副会長 

舘田 一博 東邦大学微生物・感染症学講座教授 

中山ひとみ 霞ヶ関総合法律事務所弁護士 

平井 伸治 鳥取県知事 

南   砂 読売新聞東京本社常務取締役 調査研究本部長 

武藤 香織 東京大学医科学研究所公共政策研究分野教授 

  

分科会長が出席を求める関係者 

         西浦  博  京都大学大学院医学研究科教授 

 

４ 議事概要 

＜西村国務大臣挨拶＞ 

おはようございます。構成員の先生方には御出席を賜りまして、ありがとうご

ざいます。 

本日は、感染の状況とワクチン接種の在り方について御議論いただきたいと思
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っております。 

まず、現在までの大きな感染状況につきまして、４月の感染拡大時とは異なっ

て、若い世代の感染者が多く、感染者の増加に対して入院や重症化する方の割合

が低いという特徴がございましたが、最近では中高年層の感染の拡大が見られる

こと、そして重症者も徐々に増加傾向を示しているわけであります。その背景に

は、いわゆる会食を通じての感染、あるいは家庭内感染、こういった感染経路の

変化も見られるところであります。また、一部の自治体では依然として高いレベ

ルの新規感染者数が続いているといった状況がございます。引き続き、高い緊張

感を持って状況を注視しているところでございます。 

こうした中で、本日は、まず現在の感染状況に関して分析・評価をいただきた

いと思っておりますが、いわゆる発症日別の感染動向を示すエピカーブ、院内感

染の状況、そして、一人の感染者が何人に感染させているかという実効再生産数

の推移などについて分析・評価をいただければと考えております。 

いただいた評価を踏まえながら、政府としましては国民の生命を守る、命を守

るということを第一に、そして感染防止対策と経済・社会活動との両立を目指し

て、都道府県とも連携しながら、必要な対策を引き続き強力に推進していければ

と考えております。 

また、今後の対策におきまして、世界各国で開発、実用化に向けた様々な取組

が進められております新型コロナウイルスに対するワクチンであります。我が国

としても厚生労働省において、必要なワクチンの確保を進めているところでござ

いますけれども、ワクチンが実用化されたときを見据えて、本日はワクチンの有

効性や安全性、確保に向けた取組、接種の在り方などについて御議論いただけれ

ばと考えております。 

いずれも今後のコロナ対策にとって大変重要な議題でございます。本日もまた

率直な御意見をいただければと思いますので、どうぞよろしくお願いいたします。 

 

＜加藤厚生労働大臣挨拶＞ 

おはようございます。引き続き暑い中、またお忙しい中、お集まりをいただき

ましてありがとうございます。 

現状を今西村大臣からお話がありました。依然として、１日平均で見れば1,000

件を超えるという新規感染者数が発生しております。ただ、最近の２週間ぐらい

を１週間平均で見れば若干減少傾向にあるのではないかという見方も出てきてお

ります。 

一方、一部の地域では急速な感染拡大によって、医療機関、保健所の対応に大

きな影響が生じてきているところであります。 

一番大事なことは、重症化あるいは死亡者をいかに抑制していくかという観点
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から、医療施設、高齢者施設における感染をしっかり防いでいくということに我々

も力を注いでいきたいと思っております。 

その中で、特に沖縄県については１週間の人口当たりの新規陽性者数が全国最

多となり、医療提供体制の確保も厳しさを増しているという中で、先日、８月15

日には橋本副大臣を現地に派遣をし、知事、医療関係者の方々とも意見交換をい

たしました。 

これまで職員、専門家をトータル17名派遣し、病床確保、感染拡大防止をサポ

ートしているところでありますが、さらに、こうした議論をする中で看護師の派

遣という話がございました。今日、平井知事がおいででございますが、知事会に

おいて派遣可能な看護師10名、鳥取県からも出していただいておりますけれども、

既に８名の方が沖縄に入っていただいたところでございます。改めて感謝申し上

げたいと思います。 

また、自衛隊においても、県内の病院に対して看護官や准看護師、後方支援要

員を約20名の派遣を開始いたしました。これ以外にも保健所に対する支援、ある

いはECMO治療への支援、さらには広域搬送等々の対応についても鋭意検討させて

いただき、引き続き、政府として支援に万全を期していきたいと考えております。 

今日はワクチンについても御議論いただくところでありますけれども、前回、

米国ファイザー社との間のワクチン供給の基本合意の御報告をいたしましたが、

その後、英国アストロゼネカ社が新型コロナウイルスワクチン開発に成功した場

合には、来年当初から１億2000万回分の供給を受け、そのうち3000万回分は来年

３月までの供給を受けることについて、アストロゼネカ株式会社日本法人と基本

合意に至ったところであります。今後、鋭意、それぞれ最終契約にも結びつけて

いかなければならないと思っております。 

また、本年度の二次補正予算におけるワクチン生産等緊急整備事業についても

６社を採択いたしました。引き続き、各メーカーとの協議、国内生産体制の整備

を進めることによって、国民の皆さんに安全で有効なワクチンが早期に供給でき

るよう努めていきたいと思っております。 

本日は、こうした開発状況、有効性・安全性、確保に向けた取組、接種の在り

方について、忌憚のない御意見をいただければと思っておりますので、どうぞよ

ろしくお願い申し上げます。 

 

（報道関係者退室） 

 

＜議事（１）最近の感染状況等＞ 

 

○西浦参考人 ＜資料１を説明＞ 
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○押谷構成員 ＜資料２を説明＞ 

 

＜議事（２）ワクチン接種＞ 

 

○事務局（井上） ＜資料４を説明＞ 

 

○厚生労働省（正林） ＜資料３を説明（P1～17）＞ 

 

○事務局（井上） ＜資料３を説明（P18～25）＞ 

 

○尾身分科会長 ＜資料５を説明＞ 

 

○中山構成員 資料５のたたき台はとてもよくまとまっていると思うが、１点、資料

４など今までの御説明にあった資料に書かれていた、健康被害が生じた場合の救済

措置についても、一言でいいので触れておいていただきたい。 

特に、例えば３ページ一番下の「接種を優先すべき対象者がリスクとベネフィッ

トを考慮した結果、接種を拒否する権利も十分に考慮する必要がある」ということ

もとても大事なことだが、逆に接種を受けた人に生じた健康被害については、これ

もきちんと補償しますということがセットで書かれていないと、受ける側の国民と

しては不安になるので、その救済措置について触れておいてほしい。 

それから、今、定期接種については副作用による被害は疾病認定審査会で認定し

ているが、どのようなシステムで認定をしていくのかということもあらかじめ少し

考えておいたほうがいいのではないかと思っている。 

 

○石田構成員 ワクチンの接種について、少し意見を申し上げたい。新型コロナウイ

ルスのワクチンについては、御説明によれば、接種開始時までに感染予防効果の実

証が難しいということを今確認させてもらった。けれども、発症予防または重症化

予防の効果を臨床試験で確認できた際には、早期に多くの国民の皆さんに接種すべ

きという考え方については、理解ができると思っている。 

接種すれば感染予防の効果が期待できるというような誤った考え方が、国民に広

がってしまえば感染に歯止めがかからなくなるので、予防接種さえすればよいのだ

という誤解が先行しないように周知の工夫が必要だと思っている。 

その上で、ワクチンの供給を段階的に行わざるを得ないという状況においては、

接種の優先順位を明確にしておくことが必要だと思っている。命を守るという観点

を基軸とすること、高齢者あるいは基礎疾患を有する方を優先的に接種するという
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ことについては、国民全体の理解と協力を得ることが大切だと思っている。 

連合としては、これまで社会機能を維持するための必要な人員の確保につなげる

ために、特定接種の論議も必要ではないかということで意見を申し上げてきたが、

先ほど説明があり、その内容を受け止めさせていただいた。接種の開始時までに感

染予防効果は実証しにくいということ、そして、2012年に新型インフルエンザの特

定接種の議論をさせてもらったときには、プレパンデミックワクチンの存在があっ

たわけだが、今回はそれがないということも明らかになっている。 

一方で、同時接種という考え方も否定するものではないが、これはかなり混乱を

招くものだということも理解をしている。同時接種は本来の趣旨に反する、必要な

方に早期に接種をしなければいけないという考え方に反してしまうのではないかと

いうことに鑑みれば、高齢者、基礎疾患を有する方に優先的に接種するということ

については我々もしっかりと受け止めて、組織の内部に周知徹底を図っていきたい

と思っている。 

一方で、副反応の話もあった。ぜひともリスクコミュニケーションも含めて、社

会全体でワクチンに関する情報をできるだけ正しく理解していただけるように発信

をする必要性があると思っている。 

そして、ワクチンの接種を実施することと並行して、健康被害の十分な救済措置

あるいは損失補填の仕組みの構築の説明も必要だと思っている。それをしっかりや

っていただいた上で、行政機関、医療機関においては円滑にワクチンの接種が実施

できるよう体制の構築をお願い申し上げたい。 

法改正、法整備の関係も必要だということであれば、私は最重要法案だと思って

いるので、しっかりと議論ができるような体制を整えていただければと思っている。 

 

○平井構成員 今日はこうしてまたワクチンを中心にお話をさせていただくというこ

とで、ぜひワクチンを早期に接種できるようになることを御期待申し上げたい。 

先ほど、色々と感染状況についてお話があった。連日、感染症学会が報道されて

おり、専門家の皆様が活躍されているが、今日こうしてデータとしても示された。 

分析のとおりだと思うのだが、現場で若干感じているのは、やはり重症者の数が

増えてきているのは事実だと思う。また、実際、病床もだんだんと埋まってくる。

西浦先生がおっしゃるように、指数だけで見れば１を切るかどうかが重要なのかも

しれないが、１であったら、ずっと積み上がってくる。比較的入院の期間が長いの

で、もちろん軽症者の療養ということもあるわけだが、現場の逼迫感は確かに上が

ってきている。 

だから、単純にピークを過ぎたようなことを分析として言うのと併せて、しかし、

現場の負担感は強まっていて、それに対する対策も必要だというような全体的な議

論も添えて、分析を公表していただけるとありがたい。 
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確かに、７月の末頃から感染や発症のピークは下がっているのかもしれないが、

その背景には、西村大臣が声明を出されたり、尾身先生がコメントをされたり、知

事会でもそれぞれの知事が様々コメントをしたりしていて、営業を自粛するという

よりは、むしろ足が止まったことの効果が大きいと思う。現実に、移動の状況は相

当減っていて、ただ、オペレーションとしては観光の施設はそれなりに賑わったと

いうか、ある程度持ちこたえており、微妙なバランスの中にこのお盆時期を過ごし

たのではないかと思う。 

だから、一つの戦略は政府も仕掛けられたのだと思うし、尾身先生が仕掛けられ

たことが功を奏していて、感染症が収まる方向に動いているのではないかと思うが、

実は昨日も1,185人という数字になっているし、東京でも339人で、42の都道府県で

新規発生があった。これは数からいうと、都道府県の数が多い。何が起こっている

のか、少し分からないが、お盆の影響がそろそろ出てくるのではないかと思う。そ

れが足元で見え始めているのではないかというのを現場では感じていて、単純に「も

う大丈夫だ」といった話よりは、ここ数日間はやはりお盆の影響には注意したほう

がいいといったメッセージも実は必要なのかもしれない。身の回りに結構感染した

方がいらっしゃるかもしれない。その上で、無症状の方もいらっしゃって、親しい

人同士ではマスクを外して御飯を食べたり会話をするので、そうしたことに対する

警鐘は今鳴らし続ける時期かと思うので、その点は御考慮いただきたい。 

そういう中、鳥取県でも送らせていだたき、加藤大臣からもコメントをいただい

たが、知事会でも今後も協力をして、逼迫した地域に対して我々も支援を行ってい

きたい。 

ただ、結構大変で、私も月曜日に加藤大臣から電話をいただいたが、そのときに

知事会では、実は当県ともう一県しか手が挙がっていなかった。それで、もうずっ

と電話をかけて、何とか人員を確保したというのが実態である。鳥取県から行った

人も、私が入院していたときに面倒を見てくれた看護師さんが責任を感じて手を挙

げてくれたというのが実情であり、逼迫している状況の中で行かせるというのはな

かなか難しいところがあるので、今後もよく連携をとって、事前に話し合いをしな

がら進めていければと思う。 

そこで、今日のワクチンの話だが、前回までの意見も入れていただき、よく取り

まとめもしていただいたことに感謝を申し上げたい。資料５を御覧いただきたいと

思うが、３ページの２つ目の○と３つ目の○の間のところで、「許容範囲内である

かについての議論が必要である」とした上で、さらに、国民のワクチン接種に当た

っては一度に全ての対象集団接種は不可能というふうに言い切っておられる。これ

は学術的にはそのとおりだと思うが、住民を前にしている立場からすると、むしろ

資料３の17ページにあるように、基本的には国民みんなに接種させることを我々は

目標としていくべきだよ、そういう基本認識を述べていただいた上で、それで対象
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者を制限する必要が事実上ある。その間に、ワクチンを加藤大臣が先頭に立って確

保していだたいているが、そういうことで必要量、全国民に行き渡るようにしてい

くことは我々としては考えているのだと、基本認識を入れてもらったらいいと思う。 

国民は、ワクチンができることを非常に楽しみにして厳しい時期を過ごしている。

そういう意識があるので、削ること、制限することばかりを強調するだけでなくて、

ワクチンをみんなで頑張って確保しましょう、接種を目指しましょうという基本認

識を入れていただいたらどうか。 

それから、その後、３つぐらい○があって、「高齢者及び基礎疾患を有する者の

重症化を予防することを中心とし」という話である。 

実は、知事会でも47人のアンケートを取った。やはり高齢者、基礎疾患、医療従

事者についてはぜひワクチン接種を進めてもらいたいというのが当然多かった。 

ただ、これと併せて、資料３の25ページにあるが、社会福祉施設、高齢者が今入

居されている施設でクラスターが起こってきて非常に苦労している実態がある。し

かも、重症化をする可能性が高く、亡くなる方もこういうところから数多く出てい

るのが実態である。だから、そうした高齢者をお預かりしているような社会福祉施

設も、その後の医療従事者、救急隊員、積極的疫学調査等もあるが、それと併せて

御検討いただけないか、せめてそういう検討の方向性ぐらいは加えておいていただ

けるとありがたい。 

妊婦さんについても、賛否両論あると思うが、配慮すべきという意見は都道府県

の中では強い。これも検証しながらだと思うが、考えていただく必要があるのでは

ないか。このほかにも、お子さんを求める意見などもあるが、少なくとも社会福祉

施設あるいは妊婦さんについての検討ぐらいは入れていただいてはどうかと思う。 

併せて、我々実務で心配しているのはインフルエンザの接種である。今年はイン

フルエンザの接種を高齢者を中心に早めにやってもらったほうがいいのではないだ

ろうか。これは実務的には交通整理の意味でもかなり認識が強まっているところで

あり、こういう新型コロナのワクチンの検討と併せて、インフルエンザのワクチン

接種対策、その数量確保なども今年は配慮すべき時期ではないかと思うので、この

辺りに加えていただけるとありがたい。 

次に４ページの実施の体制だが、ここには尾身先生、岡部先生のほうで御配慮い

ただき、地方自治体の負担が生じないような政府の財政措置を書いていただいて、

本当にありがたく思う。できれば、早めに確保ができるのであれば、予備費など国

費等も十分に活用してやっていただくことなどをぜひ実行していただければと思う。

財政力の強い弱いで命の値段に差はないわけであり、どういう地域でも普遍的にワ

クチンが接種できるような財政環境を配慮していただく必要がある。 

併せて、実務の観点で大分意見が挙がっているのだが、簡素、効率化ということ

である。前の新型インフルエンザのときも、市町村も含めて結構手間を取ったし、
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自治体によっては段取りが悪いといって、ワクチンの接種が遅れたようなところも

あり、それが責められたりする。だから、できるだけ簡素、効率にやられる仕組み

を考える必要があるのではないか。資料３の23ページにも政府でも書いてくださっ

ているので、その辺も強調していただけるとありがたい。 

また、副作用が起きたときの補償問題というのがどうしても出る。これも資料３

の17ページに記載があるので、こちらにも分科会の意見として加えていただきたい。 

 

○押谷構成員 最初に、2009年のH1N1のパンデミックのときにも輸入ワクチンをかな

りのお金をかけて輸入した。ほとんど使われなかったという事実がある。 

使えるようになったのが遅かったということもあるのだが、日本の国民は世界の

標準から比べても副反応に対して非常にセンシティブな国民性があるということは

考慮する必要がある。パピローマウイルスワクチンの問題といったことをきちんと

整理できないと、恐らく輸入ワクチンはそのことをそれほど考慮せずにグローバル

なスタンダードで副反応の問題というのも整理してくると思う。そうすると、ある

程度副反応が起こるもの、局所の反応が強い、熱が出るといったものが輸入ワクチ

ンとしてある可能性があるということはやはり留意しておく必要があると思う。 

もう一点、昨日、感染症学会で感染研の松山先生が言われていたのだが、これま

で人類の歴史の中で十分な感染阻止効果を持つ呼吸器ウイルスに対するワクチンが

できたことがないという事実がある。呼吸器ウイルスは100種以上あるのだが、日常

的に小児にかなりの影響を与えるRSウイルスに対してもワクチン開発が1960年代か

ら始まっているのだが、まだ実用化されていない。インフルエンザワクチンも感染

阻止効果は十分ではない。 

今回、開発されているワクチンも、全てどちらかというと抗体誘導を中心とした

ワクチンで、インフルエンザワクチンに関しても、これでは感染阻止効果は十分で

はないということで、粘膜ワクチンというような考え方が出てきて、感染研も色々

と開発を進めている。そういうものでないと感染阻止効果がないというのがインフ

ルエンザワクチンを通じて、これまでの長い治験の中で分かってきていることで、

そういうことを考えると、感染阻止効果を過度に期待できないというか、ほとんど

期待できないかもしれないと思っておいたほうがいいと思う。 

あと、３ページ目の下から３つ目、救急隊員や積極的疫学調査に関わるというと

ころが書かれているが、2009年のときにもこれは色々な議論があった。このことを

もう一度整理する必要があって、例えば病院とかクリニックの受付の人といった人

たちは入れなくていいのか、薬剤師さんたちの団体から、対面で投薬指導などをし

なければいけない人たちの優先的なワクチン接種を考えなくていいのかなど、色々

な意見があったと思うので、そのことをもう一度整理をする必要があると思う。 

それから、４ページ目のデマのところだが、誤解を与える情報というのも2009年
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のときのことをもう一度整理する必要がある。あのとき、ワクチン接種をして高齢

者の方が接種直後にたくさん亡くなるということがあった。これは、高齢者は日常

的に亡くなるので、いわゆる紛れ込みという事例なのだが、それによってワクチン

の副反応でたくさん高齢者が亡くなったといった話になった。これは必ずしもデマ

ということではなくて、実際に起こることである。それをきちんと科学的に検証し

ないと分からないことなので、そういうことを言っているのだということをきちん

と書いておく必要があると思う。 

 

○今村構成員 今、押谷先生がおっしゃったことと重なる部分である。医療に関わっ

てきて、感染症専門にやってきた者としては、感染症に今まで関わってこられてい

なかった構成員の方々に、どういうふうにして社会に発信していったらいいかとい

うことを考えてほしい部分がここになる。 

感染予防効果に関しては、実際には実証が難しいまま出てくる。多くの場合は、

社会の中の人たちはこのワクチンに対して、個人としてはかからないワクチン、社

会の中では集団の中で職場で発生しない、もしくは学校で発生しないということを

イメージされ、そこに大きな期待を持っていると思う。 

ただ、実際に打ち始めると、実証が難しい中で、恐らく予想されるのは打っても

かかるパターンになる可能性は極めて高いと思う。そうすると、期待していただけ

に期待を裏切られたときのショックも大きいし、それに対する反動も大きいのでは

ないかと思う。そうすると、何を目的に打ったのかがぶれてしまう可能性がある。 

だから、実際にこういう想定もされるわけなので、その中でどういう発信の仕方

をしていくのが、打ち始めた後に起こってくることに対して、心の部分も含めて準

備ができるかということも考えていただけたらいいのではないかと思っている。そ

このところはぜひ協力していただけたらと考えている。 

 

○舘田構成員 資料５の「国民からの意見」のところだが、やはり非常に大事だと思

う。特に、パピローマウイルスのワクチンのときに、医学的、科学的には効果があ

るのに、絶対に受け入れられないような感情論になってしまって、もう取り返しが

つかないようなことになってしまった。あの事例を見ても、国民の理解をいかに形

成しながらこれを導入していくのかということが大事だと思う。 

そんな中で、この提言の中には、周知する取組が必要である、あるいは丁寧な情

報発信を行いつつ、もう一歩突っ込んで、国民の皆様も誰か代表というか、議論に

参加してもらいながらうまく進めていくような姿勢をもっと明確に出して、そして

みんなで考えながらこれをやっていこうという方向性を示すことが大事なのではな

いかと思う。 

もう一つは、このワクチンの事業に関しては莫大なお金がかかるわけだから、そ
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れをやることによって、もしもうまくいった場合には社会的な、経済的なインパク

トがどれだけあるのか、ベネフィットがあるのかということも推定しながら、そう

いう議論も含めて国民の人たちと一緒に議論していくという方向性が大事だと思う。 

 

○釜萢構成員 今、色々議論が出ているが、資料４の接種目的、あるいはワクチンを

現時点において確保することについては、今回検討されているワクチンはどのよう

なものができ上がってきて、どのような効果が期待でき、副反応等はどうなのかと

いうことは、分からないことだらけである。ほとんど確定的な情報がないわけだが、

本分科会としては、そのような状況ではあるが、国民の健康を維持するためにワク

チンの入手に国には全力を尽くしていただきたいとお願いするのがよいと思う。 

問題点は多々あるが、国民のためにはワクチンを用意しないという選択はあり得

ないだろうと思うので、できる限りワクチンの入手に力を尽くしていただきたいと

思う。資料５の内容については非常に大事な点がたくさん含まれていて、内容につ

いては賛同を申し上げる 

一方で、このワクチンに対して国民の皆さんにどのように説明をするのかという

ところが非常に大事であり、また、HPVワクチンの苦い経験も踏まえて難しいと感じ

る。HPVワクチンについては、医学的には効果が十分期待されて、みんなやったほう

がいいと思っているにもかかわらず、我が国において実施できないという状況なの

で、今回の新型コロナのワクチンに対して現状においては国民の期待は非常に大き

く、ワクチンが手に入れば色々な困難が克服されると思っている方が多い。だが、

実際には、非常に難しい予測をする中でワクチンを接種するという状況にあるわけ

なので、国民の皆さんが納得していただけるような形で正確な情報をなるべく頻回

にお伝えをしていくということが、実際にワクチンの接種に至るまでの期間におい

て非常に重要な役割だということを痛感する次第である。 

それで、医療従事者というところで、資料３の19ページは2009年のインフルエン

ザのときの対応の中で、インフルエンザの患者の診療に直接従事する救急隊員を含

む医療従事者が100万人の算定だが、これではとても足りない。だから、介護も含め

てどういうふうにするのか、あるいは2009年のことを思い浮かべてみると、医療関

係者だが、あなたは接種ができないよと拒否された方々はかなりあって、その反発

もかなりあったというようなことも含めて、事前にどういう形で整理をしておくか

という議論は大変大事だと思う。 

高齢者の場合は年齢をある程度切ることができるかもしれないが、基礎疾患とい

うことについてもしっかりした整理が必要だろうと思う。 

 

○大竹構成員 １つは接種目的だが、本日の議論を聞いていても、接種目的はワクチ

ンの性能に依存するという形になると思う。かなりの確度で重症化予防効果は期待
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できるが、感染予防効果については不確実性が高いと理解している。例えば資料４

の接種目的で見ると、「まん延防止及び死亡者や重症者の発生の抑制」と説明が書

いてあるが、まん延防止が先に来ると、感染予防効果があるような期待を生んでし

まうと思う。資料３の22ページだと、死亡者や重症者の発生を抑制することが書か

れているが、この順番や強調の度合いは非常に重要だと思う。期待形成という意味

でも、死亡者や重症者の発生の抑制を第一の目的とするというふうにしておかない

と、感染予防を目的とすると期待されると、実際にはそうでなかったということで、

人々がかなりがっかりするということもある。 

そのことがどの人を優先するかということと直接関わるので、その点をもう少し

明確に書くことが必要かと思う。重症者の発生の抑制を目的とするのであれば、対

象者は重症化リスクが高い人に限られるというか、それしか意味がないことになる。

重症化リスクが低い若年層はもともと対象にする必要がないということになるが、

感染予防効果があるワクチンであれば、今度は若年層も対象になってくる。したが

って、もう少しワクチンの性能と併せて、目的、対象者を書くことが必要ではない

か。それが広報的にも重要だと思う。 

もう一点、仮にワクチンが確保されたとしても、受けないという人が結構出てく

る可能性があるから、そのときに医学的に大丈夫だというものであれば、できるだ

け受けるような形で推奨していくことが必要。それはワクチンの性能次第という形

になるかと思う。 

 

○石川構成員 このワクチンの真の課題は、接種を望まない方が多いということだと

思う。2009年の新型インフルエンザのときのある調査結果を見ると、７割ぐらいの

方は受けたい、３割ぐらいの方はあまり希望しないという数字があった。ただし、

受けたいという方でも海外製は希望しないという方が多く、そのときの数字だと、

国産のワクチンだったら受けたい、海外のものは嫌だという方が７割ぐらいいらっ

しゃる。だから、今回は恐らく海外のワクチンが先に接種可能になってくると思う

が、そこで海外製のワクチンについてどういう説明をするのかというのは非常に難

しい。 

分科会のたたき台では、国民からの意見として、情報発信の必要性がポイントと

して出されていると思うのだが、情報発信をする前に、国民が現在、ワクチンに対

してどのような期待をもっているのか、あるいはどういう疑問や不安を持っている

のかということを調べたほうがいいと思う。 

特に今回調査の対象として重要なのは、重症化リスクが高い方々に重症化を防ぐ

ワクチンを接種していただきたいわけなので、高齢者の方々になる。高齢者の方々

は、どういう認識を現在持っていらっしゃるのか、例えばどういう説明を聞いたら

ワクチンの接種意向を持てるようになるのかといったような調査をまずやって、そ
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こからコミュニケーションを始めるのが順番だと思う。 

 

○脇田構成員 ３点ほどお話ししたい。 

まず１点目、感染の状況である。今、各地に看護師さんを派遣されているという

ことだが、感染研でもFETPへの出動依頼が各地から今来ている。特に最近、関東、

東京近辺は少なくなって、ほとんど院内あるいは施設等の感染管理はうまくいって

いるのではないかと思っているが、最近、地方でかなり感染が広がっており、老人

施設や院内感染といったことが起きているので、そういったところで協力するとい

う形で派遣をしている。都市圏はかなりいいのではないかと思うが、そういったこ

とが起きていて、FETPもかなり行っているという状況がある。ただ、そういうとこ

ろがそれほど広がらずにコントロールできてきているという状況ではあるので、今

後、だんだん収まってくれば、本当にピークアウトして収まっていくのではないか

と、我々としても考えているところである。 

それから、ワクチンのことだが、やはり呼吸器ウイルスのワクチンは非常に難し

いものだと思っている。どうしても今のワクチンは抗原を免疫して血中のIgG抗体を

誘導することや、細胞性免疫を誘導するということだが、ウイルスは上気道へ入っ

てきて、それで肺の中に入ってくる。だから、最初にそういった防御抗体と出会う

ということはない。だから、どうしても感染を防ぐことは理論的に難しいことにな

る。 

インフルエンザのワクチンでも同じなのだが、そういうことで粘膜免疫を誘導し

ようとする。粘膜上にはIgAという抗体があるので、そういったものを特異的に誘導

してやれば感染防御が可能になるのではないかという考えである。 

ただ、そういったものは実用化されたものは輸入で少しあるが、国内産では今治

験が進んでいるということなので、そういった観点から感染研も新型コロナウイル

スに対しても粘膜免疫を誘導できるようなワクチンを想定して開発を進めていると

いうことである。だから、やはり血中の抗体を誘導して何ができるかということに

なると、発症予防や重症化予防というところがまずは期待されると考えている。 

もう一つは、最初に輸入されてくるものは、核酸であったり、ウイルスベクター

を使ったもので、さらに有効性の指標がないものだから、できるだけ抗体を誘導し

てやろうということで開発されていると、どうしても副反応も強くなる。だから、

今の報告などを見ていると、発熱や局所の痛み、全身の倦怠感といったものがかな

り出てくるようなワクチンが多いのだろうということだから、そういったところも

考慮しながら、ワクチンの種類と接種対象を慎重に考えていく必要があるのではな

いかと考えている。 

３点目は、少し考慮すべき事項に加えていただきたいと思っているが、ワクチン

の品質管理のことである。ワクチンの品質は非常に重要で、有効性・安全性が重要
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である。普通の医薬品に比べると、やはり健康な方に接種をするということで、有

効性と安全性はしっかり担保する必要があるので、通常は薬事申請されて承認に至

るまで１年以上かかったり、場合によっては数年かかるものを、ぐっと縮めてやっ

ていこうということになっている。そのときに、PMDA、審査管理課、感染研も当然

加わっていくのだが、それが新しい種類のワクチンで、全く今までと違った新しい

ものを使っていくので、本当に慎重にそこをやっていかないと有効性と安全性の担

保ができないのではないかということも危惧している。もちろん迅速に進める必要

があるのだが、そこをしっかりやっていく体制をつくる必要があると考えている。 

感染研ももちろんそこはしっかりやっていきたいということだし、承認された後

も国家検定という枠組みがある。メーカーが承認された後に、承認書どおりにきち

んとつくっていて、性能がちゃんと確保されているかを承認された後も調べていく

という仕組みがあるので、そこも迅速にしっかりとやっていく体制が必要だと考え

ている。 

 

○南構成員 資料５を拝見しているが、よくまとまっていて、全体的には賛成する。 

特に総論的には、海外のワクチンについて課題が多々あることはよく分かるが、

今の見通しだと海外のものが先行して出てくることは明らかだから、国民の希望と

いうか、期待値からいっても、国として国民のためにこれを用意しないという選択

肢はないと思う。 

その上で各論的なこととして、また医療現場からメディアに転職して35年になる

自分自身の所感も含めて申し上げるが、間ずっとこの予防接種や感染症のテーマは

常に社会問題としてあったのだが、国民の心に公のこととして刻まれていない。 

旧くは学童接種といって子供たちがほぼ強制的にインフルエンザなどの予防接種

を受けていた時代があったが、学童を社会の防波堤にするべきではないということ

で、国が行ってきた学童接種というのは一方的に反省してやめになった。きちんと

学問的な検証をしたわけではないが、学童接種は悪くなかったのではないかという

専門家の声も後からたくさん聞く。 

その後は、インフルエンザのワクチンの効果。何度も何度もメディアも書くが、

結局、インフルエンザのワクチンが効かないということばかりが社会では言われる。

重症化や死亡を少なくする目的でしかないということをどんなに丁寧に書いても、

言っても、結局は効かないから、というふうに済まされる。国民が長い文章を読ま

なくなったり、丁寧に物を考えたりしなくなった、忙しい時代になったということ

が大きな背景かと思うが、予防接種のことなどそんなに真剣に考える人はたくさん

はいないということだと思う。とくに自分ごととして考えてはいない。 

パピローマワクチンの問題が出てきたときも、医学や科学の上では何の問題もな

い、間違いなく効くものであると専門家は主長する。ただ、有害事象で大変苦しん
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でおられる方はたくさんいらっしゃる。医学や科学では正しくても、本当に苦しん

でいる人がいる。接種したワクチンの科学的成分が原因ではないかもしれないが、

接種したということを原因とする様々な有害事象があるのは事実だから、これをど

う考えるのかということだが、このことを自分ごととして考えている国民は多くな

い。今、係争状態にあるわけだからメディアは容易に論評はできない。 

最終的には判断をして接種を受けるのは国民の選択だから、国民の皆さんに適格

な情報を提供してよく考えていただくということに尽きると思うが、これはそんな

に簡単な話でない。予防接種とは効果と副反応が必ずあることを国民にも知らせて

おく必要があると思う。 

それでも自己責任という言葉で簡単に済む話ではない。国民は今、コロナという

問題に直面してワクチンのことと向き合っているが、実はここに至るまでに、国も

大変長いこと、何十年も、予防接種や感染症の問題を議論してきたわけだから、あ

る意味、今はいいチャンスと言えないこともないと思う。国民に改めてよく考えて

もらう機会にできたらと思う。 

 

○武藤構成員 今のお話は非常に胸が詰まるというか、そういう機会になればいいと

思いつつ、今日以降、来週ワイドショーや新聞からはPCRが消えて、ワクチンの話に

なり、予防接種の話になって、色々なことが起きていくだろうと思っている。 

今日は資料５を一旦取りまとめられると思うので、その観点から、４ページの「国

民からの意見」のところは、実はこのコーナーだけ別のペーパーをつくってもいい

ぐらい、ここには盛り切れないので、今日に関しては基本的に開発中の段階の話と

いうことで、そんなに多くのことは盛れないのではないかと思っている。 

さっき「デマ」という言葉がよくないという話があったが、ここで言いたかった

のは、そのうちメーカーの話や、特定の人と誰が利益相反関係にあるといった陰謀

的な話が出る可能性が高いので、そのことをここでは言いたかった。押谷先生がお

っしゃった接種後の色々なことも起こるのだが、それまでは今回盛り切れないので

はないかということでこの程度で止めたというのが意図だった。 

ただ、もちろん調査が大事だし、対話も大事で、そういうことを色々な地域で積

み重ねていって備えていただきたいということがあるので、この下から４つ目の○

の少しスペースが１行分ぐらい空いているところに、そういった調査をして、期待

や理解、考え方をこちらが分かった上で色々な対話を続ける、周知もする、その３

つのサイクルをうまく循環させていきましょうということを、後でつくっておく。 

 

○河本構成員 私も一個人として意見を述べさせていただきたい。 

改めて、分科会のメンバーとして、先ほどから皆さんがおっしゃっているワクチ

ンを巡る現実の厳しさ、ワクチンに関する課題の厳しさというものを感じている。
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日々、仲間と話していると、ワクチンさえできれば今のような制約はなくなるので

はないかという期待、経済活動も含めて何とかなるのではないか、治療さえできれ

ばもうウイズコロナだから普通に戻せるのではないかという期待が聞こえている。 

今日の議論のポイントはワクチンをどう確保するかということだから、期待が持

てない厳しいものだというよりも、国としてすべての国民が一日も早く接種できる

ように全員分を確保するのだという積極的な姿勢をまずは示していただくことが、

国民としては安心につながるのではないか。 

その一方で、改めて清潔な国・日本をつくることの大切さを感じている。手洗い

などの習慣やマスクの着用、咳をしたときにはハンカチで口を覆うといったことが

どんどんできない社会になっていたのではないか。改めて清潔ということにこだわ

り、世界が見習いたい国になっていくということも発信できればいいのではないか

と考えている。 

今回、ワクチンが前面に出たときに、PCR検査のことがワクチンに隠れてしまって

話題にならないように、治療薬等の開発はどうなっているのだというところが見え

ない。一般の者としては、かかっても治療ができればそれでいいのではないか、重

症化を防げればいいのではないかという見方もある。よって、個別にそれぞれの施

策を政策として考えていく分にはいいのだが、国民に発信していくときにはトータ

ルで示していくことが大切ではないか。 

 

○押谷構成員 ワクチンや薬に対する過度な期待はすべきではないと思うだが、この

感染症のリスクを軽減することは我々はできてきている。高齢者施設とか院内感染

が特に首都圏で減っている。そういうリスクマネジメントがかなりできるようにな

ってきて、本当に亡くなる人たちを最小限に抑えることができつつある。 

だから、薬やワクチンに頼らないリスク低減を徹底していくことのほうが重要だ

というメッセージも同時に発信していく必要があるのではないかと思っている。 

 

○小林構成員 私もワクチンのことは今議論されたようなことで大体いいと思うのだ

が、感染状況について２つほどコメントがある。今、８月の初めぐらいからピーク

アウトしてきたというときに、消費が減ること、あるいは人々の行動が抑えられた

ことによって感染がピークアウトしてきたということだと思うので、そうであるの

かどうかをきちんと検証しないといけないのではないか。 

検証という意味は、人の消費活動や経済活動が７月の終わりから８月にかけて低

下してきたことで感染が抑えられてきたのだとすると、それは経済的なコストをか

けてしまっているということだと思う。では、それはどのぐらいの雇用や消費とい

った面のコストをもたらしているのだろうかということを何らかの方法で検証して、

感染を抑えたことによって社会経済にどれだけのコストがかかったのかということ
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を認識した上で、どういう政策をこれから続けるべきなのかという話ができるのだ

ろうと思う。 

そういう意味で、内閣府や経産省など色々なところの方とデータを見て考えなけ

ればいけない課題ではないかという感想を持った。 

そもそも目指すべきところは、感染の防止と経済活動の両立だったわけだから、

本来は国民が経済活動を抑制しなくても感染が広がらないというところを目指すべ

きだと考えるならば、行動抑制をあまりきつくやらなくても、クラスターを早期に

発見できて対処できる仕組みというか、さっきのワクチンもそうだろうし、あるい

はPCR検査や医療の提供体制といった行動抑制を過度にかけなくても医療や検査に

よって早くクラスターに対処できる仕組みをつくっていくということが中期的には

我々の政策目標なのではないかと感じた。 

もう一つ、先ほど院内感染の話があったときに、私が聞いたのは、例えば療養型

の病院などで、高齢者がたくさんいらっしゃるので、院内感染の対策として定量型

の抗原検査をやりたいが、機器が高いので買えないといったところには財政支援を

すればいいのではないかという気がしている。 

PCR検査あるいは抗原検査の機器について、100％補助というのが厚労省が出され

ているはずなのだが、それは院内の患者だけ、あるいは院内のスタッフだけを専ら

対象とするような検査については補助対象にならないような状況だと現場のお医者

さんから伺ったので、その辺を少し使いやすくすれば、各病院で色々な機材を買っ

て院内感染対策をもっと充実させるための財政補助はもう少し充実できるのではな

いだろうかということを感じている。 

 

○太田構成員 今はもう厚生労働省から、かなり行政検査を様々な医療機関でやりや

すくしていただいている。機械を買えば、当然そこで検査技師や何かが様々な感染

防御をしてやるのだが、一般的には高齢者を診る療養の病院で独自に検査を機械を

買ってやるということはない。検体を採って検査に出せるような仕組みをつくって

いただいて、徐々に動いているので、それに関しては進んでいると病院の団体とし

ては認識している。 

最後にワクチンに関してだが、私自身、ワクチンは何も知らずに今日大変勉強さ

せていただいた。色々な形で専門の先生方の意見を聞かせていただいて、夢を与え

なければいけないというのは確かにそのとおりなのだが、私はこれは正直に言うべ

きだと思う。 

今、感染の関係の先生方が、もしかするとあまり効かないかもしれない、重症化

予防をしないかもしれないという話があったが、国民はこのワクチンにすごく期待

をするところまで来てしまっている。大臣がワクチンを何とか確保していただけた

ということで、大はしゃぎをしているところまで期待値を膨らませてしまっている
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ので、これからかなりしっかりとコミュニケーションをしていかないと非常にダメ

ージが大きくなると思う。様々な形で国民に非常に大きく膨らんでしまった期待に

関しては、正しい情報をしっかりと伝えていくというのを早急に根を詰めてやって

いかないと、本当に危ない状況になっているのだと認識させていただいた。 

 

○西村国務大臣 小林構成員から少し経済という話があったので、私も何ができるか

考えてみたいと思うし、アイデアをまた相談したいと思うのだが、ざっくり手短に

申し上げる。 

６月の消費は非常に高かった。４月、５月、緊急事態宣言で底になった後、６月

は非常に消費が伸びたのだが、７月に入ってこれが足踏みをしている。 

この要因も、実は長雨があったり、豪雨の影響もあるので、必ずしもこの感染の

状況がどういう影響があるかは、また分析しなければいけないのだが、感染者が増

えたから、みんなが予防的に、防衛反応が働いて少し外出を控えたことや遠出を控

えたという面もあると思う。現に、百貨店の売上げなどは非常に低い水準がまだ続

いているので、７月もよくない。 

他方、休業要請を行った範囲は非常に限定的である。東京都は割と幅広くやって

いるが、大阪にしても名古屋にしても非常に狭い範囲で、しかもいわゆるバー、ク

ラブなどの接待を伴う飲食店と酒を出す飲食店に対しての時間制限なので、この影

響は前回４月、５月ほどではないと思う。 

この辺りをどういうふうに分析したらいいか、経済コストをどれぐらい払った結

果、防衛反応も含めて、どのぐらいでどういう効果が出ているのかということも含

めてまた相談をしたいと思うし、人工知能など様々な手法を使ってシミュレーショ

ン分析を行っている。 

一方で、ネット販売などはずっと高い水準で増えているので、百貨店も構造的な

問題もあるということだから、こうした点も考慮しなければいけないということだ

と思う。 

他方、スポーツジムは、もうガイドラインを守ってやっているから感染者は出て

いない。これは経済活動と両立を図っている業種の一例だと思っている。ただ、ス

ポーツジムも人数制限などをやっている可能性があるので、換気や消毒をしっかり

やったとしても人数制限をやっていれば当然売上げが落ちるから、新たな日常をつ

くっていく中でどの程度のことを新しく行い、両立しているか、ぜひこういった分

析もしていきたいと思う。 

それから、ワクチンについては、様々御議論をいただいて、今後のコミュニケー

ションは非常に難しいということを改めて感じたところだが、インフルエンザワク

チンについてはもう国民に定着している。これは、私も昨年秋に打ったが冬に感染

した。だから、全く感染しないことはないということを理解した上で、打っていれ
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ば重症化しないという安心感もあって、そういうふうに定着すればいいと思う。や

はり重症化しないし、発症しにくいということは期待ができるわけなので、この期

待値のコントロールと、正直にみんなが理解してくれればいいと思うので、ぜひこ

の辺りも今後のコミュニケーションのやり方を相談しながら行っていければと思う。 

ちなみに、インフルエンザワクチンはどのぐらいの国民が打っているかがもし分

かれば、教えてほしい。 

 

○厚生労働省（正林） 供給量しか分からないが、１本で２人分と考えて、本数で言

うと去年で2900万本である。例年だと2500万本ぐらいである。 

 

○加藤厚労大臣 高齢者施設等々のお話があり、我々も冒頭申し上げたように大変大

事だと思っている。 

もう一つあるのは、件数も少ないのだが、４月ごろ、50人を超える大規模クラス

ターが発生していたのにほとんど起きていないということも指摘しておきたい。そ

ういった意味で、特に高齢者施設に対するシミュレーションをお願いしているが、

既に一定程度経験のある地域ではなくて、むしろ経験のない地域を中心に積極的に

我々もやっていきたいと思っているので、都道府県の御協力もお願いしたい。 

それから、ワクチンについては、今日お話しいただいたことを含めて、資料３の

９ページに私どもの図があったと思うのだが、ワクチンのリスクは一緒なのだが、

有効性が違うというのは、ある意味では年代ごとに重症化率も違ってくる。そうい

ったことも含めた情報をしっかりと提供していかなければいけないと思っている。

ぜひよろしくお願いしたい。 

 

○尾身分科会長 私はこれまでの皆様の話を聞いて、３つあったと思う。１つは、政

府が国民にしっかり努力するという積極的なメッセージが一つの柱。もう一つの柱

は、そうは言ってもこのワクチンの有効性、安全性が手放しで喜べるようなもので

はない可能性が高いということ。この２つをどうバランスを取ってやるか。最後の

３つ目は、アンケートなども含めて、開発されたワクチンのファクトをどう一般の

人に伝えるか。 

それでは、今から数時間でここを事務局と一緒に書き直す。皆さんの意見は非常

にはっきりしていたと思う。そういうことで、修文をするという前提で、今日の時

点での分科会から政府への提案ということでよろしいか。 

 

（異議なし） 

 

以 上 
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